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(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

３．第10期及び第11期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

売上高 （千円）  35,254,545  48,150,224  26,870,706  14,469,122  4,289,998

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円）  8,289,666  6,346,455  △17,794,814  △3,776,569  541,755

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円）  4,853,931  3,650,868  △17,666,675  △3,712,338  363,313

包括利益 （千円）  －  －  －  －  363,331

純資産額 （千円）  22,734,782  26,085,642  7,939,826  5,184,810  5,554,603

総資産額 （千円）  54,502,686  57,316,156  27,479,697  13,359,100  12,787,473

１株当たり純資産額 （円）  68,613.51  78,584.15  23,785.76  13,923.14  14,901.17

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円）  15,192.55  11,014.04  △53,293.94  △10,764.64  977.97

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円）  15,134.76  11,011.48  －  －  977.90

自己資本比率 （％）  41.7  45.5  28.7  38.7  43.3

自己資本利益率 （％）  30.0  15.0  －  －  6.8

株価収益率 （倍）  19.8  2.6  －  －  9.1

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円）  △13,299,184  △4,955,836  5,483,448  11,365,220  △722,810

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円）  △1,085,497  △388,657  1,515,691  △771,502  △934,408

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円）  18,548,639  △36,985  △8,074,731  △10,704,059  △203,975

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円）  10,169,282  4,787,802  3,712,211  3,601,870  1,740,676

従業員数 （人）  125  152  141  142  139



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

３．第10期及び第11期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。  

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

売上高 （千円）  17,228,323  36,504,881  26,906,818  14,349,109  4,115,748

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円）  3,286,366  1,528,615  △17,656,249  △3,841,267  490,094

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円）  1,962,728  4,669,568  △17,574,779  △2,070,627  336,371

資本金 （千円）  7,227,668  7,228,308  7,228,308  7,728,308  7,728,308

発行済株式総数 （株）  331,303  331,495  331,495  371,495  371,495

純資産額 （千円）  19,989,808  24,359,368  6,305,447  5,192,143  5,534,994

総資産額 （千円）  40,825,883  56,911,411  27,311,847  13,221,878  12,607,692

１株当たり純資産額 （円）  60,328.12  73,376.61  18,855.44  13,942.88  14,848.38

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間

配当額） 

（円） 
 

 

1,000

(－)

 

 

1,500

(－)

 

 

－

(－)

 

 

－

(－)

 

 

－

(－)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円）  6,143.24  14,087.28  △53,016.72  △6,004.18  905.45

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円）  6,119.87  14,084.01  －  －  905.39

自己資本比率 （％）  49.0  42.7  22.9  39.2  43.8

自己資本利益率 （％）  13.1  21.0  －  －  6.3

株価収益率 （倍）  49.0  2.1  －  －  9.8

配当性向 （％）  16.3  10.6  －  －  －

従業員数 （人）  116  136  129  131  124



２【沿革】

年月 事項 

平成11年４月 東京都千代田区神田錦町一丁目４番８号に事業用不動産の売買仲介、賃貸仲介及び管理を事業目

的として株式会社サンフロンティアを設立（資本金 10,000千円） 

平成11年12月 宅地建物取引業者として建設大臣免許取得（建設大臣（現国土交通大臣）免許（3）第5968号) 

平成12年９月 賃貸事業用自社保有ビル第１号（東京都中央区）を取得 

平成12年11月 事業内容を明確にする目的のため、サンフロンティア不動産株式会社に商号変更 

  中古事業用収益一棟ビル第１号（東京都中央区）を売却（再生事業案件） 

平成13年１月 リプランニング事業（ビル再生・不良資産活性化事業）を開始 

平成13年４月 東京都港区に虎ノ門店（現 新宿店に統合）を開設 

平成14年１月 建設業として一般建設業免許取得（東京都知事（般-13）第116846号） 

  一級建築士事務所登録（東京都知事登録第47115号） 

  不動産賃貸仲介事業強化のため、株式会社サンフロンティア（東京都中央区）に資本参加 

平成14年４月 経営基盤強化を目的として、株式会社サンフロンティア（東京都中央区）を吸収合併 

  本社（登記上の本店所在地）を東京都中央区銀座三丁目10番４号に移転 

  東京都千代田区旧本店を神田店として開設、被合併会社株式会社サンフロンティア八重洲店を八

重洲店として承継 

平成14年６月 新築居住用収益一棟ビル第１号（東京都豊島区）を売却（再生事業案件） 

平成15年２月 不動産鑑定業者登録（東京都知事（2）第1843号) 

平成15年４月 東京都新宿区に新宿店を開設 

平成15年９月 本社業務を東京都中央区銀座三丁目９番11号に移転 

平成15年10月 神奈川県横浜市に横浜店を開設 

平成15年11月 コンバージョン型居住用収益一棟ビル第１号（東京都港区）を売却（再生事業案件） 

平成16年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

  一般不動産投資顧問業登録（国土交通大臣登録一般-第732号） 

平成16年12月 有限会社ＳＦキャピタルを設立 

  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

  再生型不動産ファンド第１号を組成 

平成17年４月 本社機能を東京都千代田区有楽町一丁目２番２号に移転 

  本店を東京都中央区銀座三丁目９番11号に移転 

平成17年７月 ＳＦインベストメンツ株式会社、サンフロンティア不動産投資顧問株式会社及びＳＦビルサポー

ト株式会社を設立 

平成17年８月 信託受益権販売業者登録（関東財務局長（売信）第234号） 

平成17年12月 特定建設業の許可（東京都知事許可（特-17）第116846号） 

  サンフロンティア不動産投資顧問株式会社において一般不動産投資顧問業登録（国土交通大臣登

録一般-第810号） 

  ＳＦインベストメンツ株式会社において宅地建物取引業者として東京都知事免許取得（東京都知

事（1）第85336号） 

平成19年２月 東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場 

平成19年６月 本店を東京都千代田区有楽町一丁目２番２号に移転 

平成19年９月 第二種金融商品取引業者登録（関東財務局長（金商）第1297号） 

  サンフロンティア不動産投資顧問株式会社において第二種金融商品取引業者及び投資助言・代理

業者登録（関東財務局長（金商）第1298号） 

平成19年10月 ＳＦインベストメンツ株式会社を吸収合併 

 平成20年７月  東京都渋谷区に渋谷店を開設 

平成22年３月 有限会社ＳＦキャピタルを吸収合併 

平成22年11月 一級建築士事務所登録（東京都知事登録第56681号）  

平成22年12月 一般建設業の許可（東京都知事許可（般-17）第116846号）  

平成23年１月  東京都中央区に銀座店を開設 



 当社グループは、当社（サンフロンティア不動産株式会社）と連結子会社２社により構成されており、「不動産再

生事業」及び「不動産サービス事業」を行っております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、各事業の内容及び区分は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲

げるセグメントの区分と同一であり、不動産再生事業、不動産サービス事業のうち仲介事業及びプロパティマネジメ

ント事業の３事業を報告セグメントとしております。 

   

＜不動産再生事業＞ 

 主に、事業用不動産の再生を通して空室率を改善し、収益還元法による市場価値を高め、ビルオーナーや投資家に

対して適正価格で販売するリプランニング事業、収益不動産を自社で継続して保有する賃貸ビル事業、その他不動産

証券化事業等を行っております。  

(1) リプランニング事業 

 事業用不動産の再生事業を行っております。借入金返済や自社ビル処分などの理由により売却、或いはその必要

に迫られた空室率の高いビルなどを当社で一旦買い取ります。その後、社内で再生企画を練り、エントランスや内

外装をデザインし、電気、給排水、空調、エレベーター等の設備改修やＯＡ対応はもとより、屋上緑化や太陽光発

電設備の設置等、環境循環型社会のニーズに合致した仕様にリノベーションを行います。そのうえでテナント募集

を行い、稼働率の高い賃貸ビルにすることで収益還元法に基づく市場価値を高め、事業用収益一棟ビルとして資金

運用を行う投資家や一般事業法人に販売します。 

(2) 賃貸ビル事業 

好立地で将来的にも価値向上が見込めるような高収益ビル等、当社の保有基準に従い物件を購入・保有し、賃貸

事業を行っています。当社グループの賃貸仲介、プロパティマネジメント、建築企画、滞納賃料保証事業等で培っ

た総合的な不動産運営能力を活かし、高稼働率を維持し、安定的な賃料収入を確保しております。  

また、事業化中のリプランニング物件における売却までの期間に得る家賃収入も当事業の収益となります。  

  

(3) 不動産証券化事業等 

私募ファンドへの出資のほか、不動産証券化事業にかかる資産管理業務その他のサービス業務を受託するアセッ

トマネジメント事業を行っております。  

① 不動産証券化事業 

 私募ファンドを企画組成し、出資を行うほか、他社ファンドへの出資等も行っております。証券化手法の活用

により、リプランニング事業の企画・出口戦略の多様化を図るとともに、不動産サービス事業との関連では専任

物件の増加、大型物件の運営ノウハウの蓄積に繋げております。 

  

② アセットマネジメント事業 

私募ファンドの保有する事業用不動産の資産管理を行うアセットマネジメント業務を受託しております。  

（主な関係会社）サンフロンティア不動産投資顧問㈱ 

  

３【事業の内容】



＜不動産サービス事業＞ 

 事業用不動産に特化し、都心部における仲介事業（売買仲介、賃貸仲介）、プロパティマネジメント事業、建築企

画事業、滞納賃料保証事業等を行っております。 

(1) 仲介事業 

① 売買仲介 

金融機関や弁護士、サービサー（債権回収会社）等と連携し、事業用収益ビルや収益一棟マンション等の売却

情報に対し、迅速に物件評価・査定を行い、購入希望者を紹介するコンサルティング型仲介事業を行っておりま

す。信託銀行や不動産会社との連携等、当社のネットワークにより収集した多種多様な物件情報を事業用不動産

の購入を希望する、主に個人投資家や投資事業法人に紹介し、取引の仲介を行います。また、蓄積された物件情

報のうち、一定要件を満たす物件はリプランニング事業の購入対象物件とするとともに、販売時には再生した物

件を販売物件として顧客に紹介する業務を行います。  

② 賃貸仲介 

 都心部の事業用不動産に特化し、エリアを限定した地域密着型のオフィス、店舗の賃貸仲介事業を行っており

ます。貸し手であるビルオーナーからの多くの物件情報と賃借を希望するテナント情報をもとに、双方のニーズ

を掴み、取引の仲介を行います。また、当社が不動産再生事業にて購入した物件にテナントを獲得し、高稼働・

高収益ビルとして再生する業務を担います。ビルオーナーとテナント双方のニーズを追求する日々の仲介業務を

通して得られる潜在的なニーズをリプランニング事業にフィードバックすることも重要な役割としております。 

(2) プロパティマネジメント事業 

クオリティとコストの両面から「入居者の満足こそオーナーの満足」という信念の下、ビルオーナーの経営パー

トナーとして、建物管理から入居者管理、サブリースに至るまで、総合的なプロパティマネジメントを行ってお

ります。また、不動産再生事業や仲介事業にて不動産をご購入いただいたお客様に対し、継続したサービスの提供

により安心してビルを保有していただけるようにしています。  

(3) 建築企画事業 

事業用不動産、オフィス、マンション等のリニューアル企画並びに修繕・改修工事等を行っております。テナン

トの入居・退去による内装工事、原状回復工事のほか、ビルオーナーからの注文工事、リニューアル工事も行いま

す。不動産再生事業では物件をリノベーションする中で設計、監理業務を担い、関連各部門から集めた「テナント

の声」等を顧客の視点から建築に反映させ、時代性に合致した魅力的な高収益物件に再生します。  

(4) 滞納賃料保証事業 

滞納賃料保証事業は、事業用不動産のテナントの賃料支払債務をビルオーナーに対して保証する業務であり、入

居保証金という信用補填制度の経済的負担の軽減に着目したビジネスであります。テナントには、保証金を減額

し、資金的な余力をもたらすとともに、信用力をバックアップし、よりハイレベルのオフィスへの入居を可能にし

ます。また、ビルオーナー、ファンド事業者（アセットマネジメント会社）には賃料の滞納や原状回復工事の不安

や事務負担を軽減し、賃貸事業本来の安定性を確保することにより、地域社会に安心を提供します。  

 （主な関係会社）ＳＦビルサポート㈱ 

   



〔事業系統図〕 

 
  



 （注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合は、100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としており

ます。 

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社）           

サンフロンティア不

動産投資顧問株式会

社 

東京都千代田区  10,000 不動産再生事業  100.0 役員の兼務１名 

ＳＦビルサポート株

式会社 
東京都千代田区  50,000 その他  100.0 役員の兼務３名 

（持分法適用関連会

社）           

ＳＦコンバージョン

特定目的会社 

（注）２． 

東京都中央区  100 不動産再生事業  － 当社優先出資 

（持分法適用関連会

社）           

特定目的会社ＶＴＦ

Ａウィル 

（注）２． 

東京都江戸川区  100 不動産再生事業  16.3 当社優先出資 



(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

   ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

  （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

   ３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

５【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産再生事業 19  

仲介事業 60  

プロパティマネジメント事業 26  

報告セグメント 計 105  

その他 13  

全社（共通） 21  

合計 139  

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 124  31.8  4.4  5,768,424

セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産再生事業 13  

仲介事業 60  

プロパティマネジメント事業 26  

報告セグメント 計 99  

その他 4  

全社（共通） 21  

合計 124  



(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、アジアを中心に回復基調にある海外経済やわが国政府の経済政策の効果

等を背景に、設備投資や個人消費が持ち直すなど回復に向けた動きが見られたものの、東日本大震災の影響による

電力供給の制約やサプライチェーンの寸断、原油価格の上昇の影響等により、先行きは不透明な状況にあります。

 当不動産業界においては、日本銀行によるＲＥＩＴを含む資産買入等の基金の創設に加え、国内外の機関投資家

による不動産投資が回復傾向を示すなど、投資環境には徐々に改善の兆しが見られたものの、賃貸ビル市場におい

ては空室率が高止まりするなど、需給改善の兆しはまだ見えておりません。 

このような環境下、当社グループにおきましては、長期的かつ安定的にビジネスを拡大すべく、顧客基盤と財務

基盤の強化に努めるとともに、不動産サービス事業の拡充による既存事業の伸長と周辺分野での新たな収益機会の

創出に努めてまいりました。また、不動産再生事業においては、数億円規模の中小型物件を中心とした仕入・販売

活動に注力してまいりました。一方、経費につきましては、引き続き圧縮に努め、全社レベルでの損益分岐点の引

き下げに取り組んでまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,289百万円（前年同期比70.4％減）、営業利益662百万円（前年

同期は営業損失3,448百万円）、経常利益541百万円（前年同期は経常損失3,776百万円）、当期純利益363百万円

（前年同期は当期純損失3,712百万円）となりました。  

  

 各セグメントの業績は次のとおりであります。 

   

（不動産再生事業） 

 リプランニング事業においては、市況の底打ち感を慎重に見極めつつ、物件の仕入・販売活動に注力してまい

りました。当社の得意とする都心５区エリアにおいて、短期プロジェクト型の物件を中心に慎重に検討を行い、

10棟購入いたしました。また、物件の商品化に様々な工夫を重ね、早期高稼働再生に取り組み、６棟を売却いた

しました。しかしながら、事業用不動産における市場の流動性が期初に想定したほどには回復しなかったことな

どから、仕入物件の選定やリスク管理をより慎重に行った結果、仕入物件の規模が期初の想定を下回る水準で推

移いたしました。  

 賃貸ビル事業においては、期中を通して高い稼働率を維持したことにより、賃料収入は安定的に推移いたしま

した。 

 不動産証券化事業においては、前連結会計年度に匿名組合投資損失を原価計上した開発型ＳＰＣによる事業用

ビル新築案件について、物件の売却が完了したことに伴い、分配益が発生いたしました。  

 以上の結果、売上高は2,528百万円（前年同期比80.2％減）となり、セグメント利益は797百万円（前年同期は

3,444百万円の損失）となりました。  

  

（仲介事業） 

売買仲介事業においては、人員、組織体制等の強化を図るとともに、賃貸仲介やプロパティマネジメント事業

等社内他部門との連携により、総合力を生かした顧客基盤の強化を進めてまいりました。また、アジアを中心と

した海外投資家との取引機会の拡充にも取り組んでまいりました。その結果、当連結会計年度後半にかけて中小

型物件を中心に成約へと繋がりました。 

賃貸仲介事業においては、営業人員を増強するなど仲介営業力の強化に注力する一方、「そのまんまオフィ

ス！」をはじめ、オフィス移転を総合的に支援する関連事業との連携によるフィー収入の増強にも努めてまいり

ました。  

以上の結果、売上高は964百万円（前年同期比4.7％増）となり、セグメント利益は848百万円（前年同期比

4.6％増）となりました。 

  

（プロパティマネジメント事業）  

プロパティマネジメント事業においては、管理棟数の増加による受託資産の拡大を図るとともに、受託物件に

おけるきめ細やかなテナント様対応による空室発生の未然防止に努めてまいりました。また、物件の付加価値向

上を目指したリニューアル提案を積極的に行うなど、新たな収益機会の創出にも注力してまいりました。  

以上の結果、売上高は400百万円（前年同期比7.4％増）となり、セグメント利益は296百万円（前年同期比

8.0％増）となりました。  

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】



（その他）   

建築企画事業においては、前期は大型プロジェクトのコンストラクションマネジメントフィーが大きかったこ

とから、全体としては前年同期に比べ売上・利益とも減少したものの、レイアウト提案、内装造作、原状回復工

事等、オフィス移転に関する様々な課題を解決する「移転トータルプロデュース」の業績は順調に推移いたしま

した。 

滞納賃料保証事業においては、景気の低迷によるビルオーナー様の賃料滞納リスクの回避やテナント様の保証

金・敷金を預けるリスクの低減等のニーズを背景に安定的に推移いたしました。 

以上の結果、売上高は395百万円（前年同期比7.0％減）となり、セグメント利益は168百万円（前年同期比

19.7％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、長期借入による収入1,000百万円等が 

あったものの、不動産再生事業におけるリプランニング物件の購入によるたな卸資産の増加額1,046百万円、投資 

有価証券の取得による支出929百万円及び長期借入金の返済による支出764百万円等があった結果、期首残高に比べ

1,861百万円減少し、当連結会計年度末残高は1,740百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フロー及びそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果使用した資金は722百万円（前年同期は11,365百万円の収入）となりました。これは主に、税 

金等調整前当期純利益394百万円及び減価償却費の計上226百万円等があったものの、たな卸資産の増加額 

1,046百万円、匿名組合からの損益分配益156百万円及び訴訟和解金の支払151百万円等があったことによるもの

であります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は934百万円（前年同期比21.1％増）となりました。これは主に、投資有価証券 

の取得による支出929百万円等があったことによるものであります。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は203百万円（前年同期比98.1％減）となりました。これは主に、長期借入によ 

る収入1,000百万円があったものの、長期借入金の返済による支出764百万円、短期借入金の純減額331百万円及 

び社債の償還による支出108百万円等があったことによるものであります。  



(1) 生産実績 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は、生産業務を定義することが困難であるため、生産実績の

記載は省略しております。 

(2) 受注実績 

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載は省略しております。 

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。なお、当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、当該割合が100分の10未満のため、記載を省略しております。 

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産再生事業 計   2,528,741  19.8

 ①リプランニング事業   1,450,632  12.4

 ②賃貸ビル事業  824,600  79.7

 ③不動産証券化事業等  253,508  1,014.0

仲介事業  964,782  104.7

プロパティマネジメント事業  400,943  107.4

報告セグメント 計  3,894,468  27.7

その他  395,529  93.0

合計  4,289,998  29.6

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三丸興業株式会社  4,803,016  33.2  －  －

BVK Frontier Ebisu GmbH & Co. KG  4,680,000  32.3  －  －

個人  1,500,000  10.4  －  －



 (1) 世界はデジタル革命によりフラット化し、瞬時に情報が飛び交い、人口が集中する主要都市においては、グロー

バル化の中、激しい競争社会に突入しています。その環境に不動産分野で挑む当社は、「自ら変わり、お客様のご

要望にお応えしていく」経営姿勢を築いていくことが重要な課題であると認識しております。そのためには、マン

パワーでしかできないサービス力で、不動産の運営・再生・流通という不動産業における中流から下流の業務を得

意分野として、日本国内のシェアを着実に獲得していくとともに、成長の著しい新興国やアジア諸国を中心とした

世界の市場も取り込んだ戦略が必要であると考えております。リスクに対しては慎重に判断をしつつも、活力を生

む街づくりを原点で支えるビルオーナー様とテナント企業様に対しては完璧にご満足いただけるサービスを目指し

ます。冷静な視点と高い志をもって、あるべき日本の姿に向かって果敢に取り組んでまいります。 

  

 (2) 不動産市場をとりまく環境は、当連結会計年度後半から緩やかな回復傾向がみられたものの、東日本大震災によ

る経済活動の停滞等を背景とした消費マインドの冷え込みにより、不動産取引においてもしばらくは低迷が続くも

のと予想されます。また、中長期的には、生産年齢人口の減少に伴うオフィス就業者数の減少は、いかに東京都心

とはいえ避けて通れないと考えられます。このような状況のもと、当連結会計年度の損益は黒字とはなったもの 

の、今後中長期的に安定した事業を展開していくためには、不動産サービス事業を一層強化していくとともに、リ

プランニング事業においても多様な商品づくり・出口戦略に取り組み、更なる収益力の強化に努めることが課題で

あると認識しております。そのためには、事業環境の変化に柔軟に対応するとともに、お客様のニーズに合致した

質の高い不動産サービスをご提供できるよう、社内教育体制の強化と人材育成に取り組んでまいります。 

３【対処すべき課題】



 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

１．当社グループを取り巻く事業環境及び当社事業の特性等について 

(1) 事業環境 

 当社グループは不動産に関連する「つくる、貸す、売る、サービスする」の４つの要素を中心に事業展開して

おります。また、企業としての市場競争力を高めるべく、得意分野である都心部のオフィスビル及び商業施設を

中心に事業を展開しております。しかしながら、経済情勢が悪化し、空室率の上昇や賃料の下落といったように

不動産市況が低迷した場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

(2) リプランニング事業の特性 

① リプランニング事業は、主に事業用不動産を対象とした再生事業であり、不稼動又は空室率が高く低収益の

事業用不動産を再生することにより高収益を具現化する事業であります。売却先は主に個人投資家や収益不動

産への投資を行う法人等であります。 

電力供給不足やサプライチェーン等の回復の遅れなど東日本大震災の影響によるマクロ経済の悪化、または

信用収縮等による金融市場の混乱が発生した場合、不動産の流通市場が一段と低迷するおそれがあり、リプラ

ンニング事業で扱う物件の販売活動が計画通り進まず、当社グループの財政状態及び業績にも影響を及ぼす可

能性があります。 

② リプランニング事業は、主に金融機関からの借入により資金調達し物件を購入するため、有利子負債残高は

物件購入及び売却の状況によって変動します。総資産に占める有利子負債の比率は前連結会計年度末時点

45.7％、当連結会計年度末時点46.1％であります。  

資金調達に当たりましては、特定の金融機関からの借入に依存することなく、常に複数の金融機関との均衡

を図りつつ、安定的、かつ適正な条件での資金調達に努めております。また、エクイティファイナンスや不動

産証券化等にも取り組み、有利子負債の増加を抑えつつ不動産の取得・事業化を進めてきております。しかし

ながら、今後も金融市場における信用収縮の動きが一段と強まる場合には、当事業の展開に必要な資金調達が

進まず、当社グループの業績にも影響を及ぼす可能性があります。 

③ リプランニング事業は、物件を購入し、リプランニング完了後に売却を行いますが、当該事業の売上原価及

び売上高は物件の売却時に計上されます。また、一取引当たりの金額は、他の仲介手数料収入等に比較して高

額となっております。従って、その購入及び売却の時期や金額の変動等により、当社グループの業績が影響を

受ける可能性があります。  

(3) 競合の状況 

当社グループの事業は、リプランニング事業、賃貸ビル事業、事業用不動産の売買・賃貸仲介、プロパティマ

ネジメント事業、建築企画事業、不動産証券化事業、アセットマネジメント事業及び滞納賃料保証事業から構成

されており、これら各事業が有機的に結合し、事業用不動産に係る一貫したサービスを提供するところにその特

徴があります。 

そして、各事業部門の機能を融合した総合力及び顧客との広範なネットワーク並びに潜在的優良物件の選択

等、細やかな事業運営により競争力の維持・強化、競合他社との差別化を図っております。しかしながら、この

優位性が保たれない場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 災害等について 

地震・暴風雨・洪水等の自然災害、戦争、テロ、火災等の人災が発生した場合には、当社グループが保有・管

理・投資を行っている不動産の価値が大きく毀損する可能性があり、当社グループの経営成績、財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 訴訟等のリスク 

 当社グループが売買・賃貸・売買又は賃貸の仲介・管理等を行う物件に関連して、取引先又は顧客等による訴

訟その他の請求が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容・結果によっては当社グループの経営成

績、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。  

  

４【事業等のリスク】



２．法的規制について 

当社グループの事業は、「宅地建物取引業法」「建築士法」「建設業法」「不動産の鑑定評価に関する法律」

「不動産投資顧問業登録規程」「金融商品取引法」等による法的規制を受けており、関連許認可を得ております。 

当社グループの主要な業務に係る免許や許認可等の有効期限等は下記のとおりであり、現在、当該免許及び許認

可等が取消となる事由は発生しておりませんが、万一、将来このような事由が発生した場合、当社グループの事業

活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後、これらの関係法規が改廃された場合や新たな法的規制が設けられた場合にも、当社グループの事業

が影響を受ける可能性があります。  

  

(1）有効期間その他の期限が法令、契約等により定められているものは以下のとおりであります。 

(2) 不動産証券化事業を行うに当たりましては、資産流動化法に基づく特定目的会社、会社法に基づく株式会社、

有限会社法に基づく有限会社（但し、有限会社につきましては、平成18年５月１日以降は株式会社となりまし

たが、特例有限会社として従前の有限会社と同様の規制が課されております。以下、同様です。）のいずれか

により設立されたＳＰＣ（特別目的会社）を利用することになります。この内、資産流動化法に基づく特定目

的会社により、証券化事業を行う場合には資産流動化法の規制を受けることになります。  

３．会計基準・不動産税制の変更について  

会計基準、不動産税制に関する変更があった場合、物件の取得、売却のコスト増加等により当社グループの経営

成績、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．個人情報保護 

当社グループは業務上、ビルオーナー、テナント等の個人情報を保有する「個人情報取扱事業者」に該当し、今

後の事業拡大につれ関連情報が増加することが予想されます。これに対しましては、情報管理体制を強化し、内部

情報管理の徹底を図っておりますが、不測の事態により、顧客情報等個人情報が外部に流失した場合は当社グルー

プの信用を毀損し、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

固定資産の譲渡について 

 当社は、平成23年５月12日開催の取締役会において、固定資産を譲渡することについて決議するとともに、同

日、契約を締結し、同月20日に引渡しを完了しております。 

 詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表（２ 財務諸表等 (1) 財務諸表）注

記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。   

  

免許、許可、登録
等の別 会社名 有効期間 種類 関連する法律 登録等の交付

者 

宅地建物取引業者

免許 
サンフロンティア不動産㈱

平成21年12月29日から

平成26年12月28日 ―― 宅地建物取引業法 国土交通大臣

一般建設業許可 サンフロンティア不動産㈱
平成22年12月20日から

平成27年12月19日 

建築工事業、

屋根工事業、 
鋼構造物工事業、

大工工事業、 
タイル・れんが・

ブロック工事業、

内装仕上工事業 

建設業法 都道府県知事

不動産鑑定業登録 サンフロンティア不動産㈱
平成20年２月７日から

平成25年２月６日 ―― 
不動産の鑑定評価

に関する法律 
都道府県知事

一般不動産投資顧

問業登録 

サンフロンティア不動産㈱
平成21年11月３日から

平成26年11月２日 
―― 

不動産投資顧問業

登録規程 
国土交通大臣

サンフロンティア不動産投

資顧問㈱ 
平成22年12月９日から

平成27年12月８日 

第二種金融商品取

引業者登録 

サンフロンティア不動産㈱ 平成19年９月30日登録

―― 金融商品取引法 関東財務局長サンフロンティア不動産投

資顧問㈱ 
平成19年９月30日登録

投資助言・代理業

者登録 
サンフロンティア不動産投

資顧問㈱ 
平成19年９月30日登録 ―― 金融商品取引法 関東財務局長

一級建築士事務所

登録 
サンフロンティア不動産㈱

平成22年11月10日から

平成27年11月９日  ―― 建築士法 
社団法人東京

都建築士事務

所協会 

５【経営上の重要な契約等】



該当事項はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

１．財政状態 

 当連結会計年度末の流動資産は、たな卸資産の増加及び未収消費税等の増加等があったものの、現金及び預金の

減少等により、前連結会計年度末に比して677百万円減少し、4,251百万円となりました。 

 現金及び預金は、営業活動によるキャッシュ・フローで722百万円の支出、投資活動によるキャッシュ・フロー 

で934百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローで203百万円の支出となり、また、預入期間が３ヶ月を超

える定期預金が36百万円増加した結果、前連結会計年度末に比して1,824百万円減少し、2,115百万円となりまし 

た。 

 たな卸資産は、主にリプランニング事業における販売用不動産・仕掛販売用不動産であり、物件の購入等を行っ

たことにより、前連結会計年度末に比して1,039百万円増加し、1,803百万円となりました。 

 固定資産は、有形固定資産の減少等があったものの、投資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比して

105百万円増加し、8,536百万円となりました。 

 当連結会計年度末の負債の合計は、長期借入金の増加等があったものの、匿名組合債務の減少、短期借入金の返

済及び社債の返済等により、前連結会計年度末に比して941百万円減少し、7,232百万円となりました。また、純資

産の合計は、当期純利益363百万円の計上等により、前連結会計年度末に比して369百万円増加し、5,554百万円と 

なりました。 

 この結果、１株当たり純資産は、14,901円17銭となりました。 

   

 ２．経営成績 

（売上高） 

当連結会計年度の売上高は、 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 

不動産再生事業におきましては、 百万円（同 ％減）、仲介事業におきましては、 百万円（同

％増）、プロパティマネジメント事業におきましては、 百万円（同 ％増）となりました。 

（売上原価） 

売上高に対する原価率は、不動産再生事業におきましては ％、仲介事業におきましては ％、プロパテ

ィマネジメント事業におきましては ％となりました。 

（売上総利益） 

以上の結果、売上総利益は、 百万円（前年同期は売上総損失 百万円）となりました。 

（販売費及び一般管理費） 

販売手数料及び地代家賃等が減少したことにより、販売費及び一般管理費は、 百万円（前年同期比 ％

減）となりました。 

（営業利益） 

営業利益は、 百万円（前年同期は営業損失 百万円）となりました。 

（営業外収益・費用） 

営業外費用は、借入金に対する支払利息等により、 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 

（経常利益） 

以上の結果、営業利益に営業外収益・費用を加減算した経常利益は、 百万円（前年同期は経常損失 百

万円）となりました。 

（特別利益・損失）  

特別損失は、訴訟和解金等を計上したことにより、 百万円（前年同期比 ％増）となりました。  

（税金等調整前当期純利益） 

経常損失に特別利益・損失を加減算した税金等調整前当期純利益は、 百万円（前年同期は税金等調整前当

期純損失 百万円）となりました。 

（当期純利益） 

税金等調整前当期純利益に法人税等の税負担を加減算した当期純利益は、 百万円（前年同期は当期純損失

百万円）となりました。 

なお、１株当たり当期純利益は、 円 銭となりました。 

  

３．キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要(2) キャッシ

ュ・フロー」に記載のとおりであります。 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、たな卸資産の増加等を主な要因とした営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、及び投資有価証券の取得による支出等を主な要因とした投資活動によるキャッシュ・フローにより、

百万円減少し、 百万円となりました。  

６【研究開発活動】

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 当連結会計年度において、重要な設備投資はありません。  

  

(1) 提出会社 

 平成23年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は車両運搬具、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。なお、帳簿価額に

は消費税等は含まれておりません。 

２．賃貸事業用不動産の詳細は、次のとおりであります。 

（注）帳簿価額は建物、土地、及びその他の合計額であります。  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（人）建物 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

本社 

（東京都千代田区） 

不動産再生事業、仲

介事業、プロパティ

マネジメント事業、

その他、全社（共

通）  

統括事業施

設 
 55,455

 

    ( )

－

－
 11,520  66,975  95

店舗 

（東京都千代田区・ 

中央区・新宿区・

横浜市中区） 

仲介事業 営業用施設  14,164
 

 ( )

－

－
 768  14,932  29

研修所 

（千葉県長生郡） 
全社（共通） 研修施設  68,028

 74,751

(5,323.98)
 －  142,780  －

賃貸事業用不動産 

（東京都・神奈川

県） 

不動産再生事業 賃貸用ビル  4,560,084
 3,118,167

(2,331.47)
 62,666  7,740,918  －

所在地 敷地面積（㎡） 帳簿価額（千円） ビル名 

東京都  1,442.61  4,630,584 西新橋ＪＫビル等 

神奈川県  888.86  3,110,333 中央第６関内ビル等 



３．上記のほか、賃借している主要な設備は、以下のとおりであります。 

(2) 国内子会社 

国内子会社には主要な設備はありません。 

  

平成23年３月31日現在における設備の新設等の計画は、次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設 

特記すべき事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 賃借面積（㎡） 

本社 

（東京都千代田区） 

不動産再生事業、仲介事業、

プロパティマネジメント事

業、その他、全社（共通） 

統括事業施設  1,501.71

神田店 

（東京都千代田区） 
仲介事業 営業用施設  132.08

銀座店 

（東京都中央区） 
仲介事業 営業用施設  99.00

新宿店・渋谷店 

（東京都新宿区） 
仲介事業 営業用施設  204.01

横浜店 

（横浜市中区） 
仲介事業 営業用施設  111.62

サブリース物件 

（東京都中央区） 
プロパティマネジメント事業 ビル管理請負施設  733.60

３【設備の新設、除却等の計画】



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

平成16年６月25日定時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  912,000

計  912,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年６月27日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  371,495  371,495 東京証券取引所市場第一部 

当社は単元株
制度は採用し
ておりませ
ん。 

計  371,495  371,495 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
事業年度末現在 

（平成23年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成23年５月31日） 

新株予約権の数 個 5 個 5

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 －個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 株 60 株 60

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 円 6,667 １株当たり 円 6,667

新株予約権の行使期間 
平成18年６月26日から 

平成26年６月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格    円 

資本組入額   円 

6,667

3,334

発行価格    円 

資本組入額   円 

6,667

3,334

新株予約権の行使の条件 （注）３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が完全子会社

となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は合併比率等に応じ必要と認め

る株式数の調整を行うことができるものとします。 

２．本新株予約権発行後下記の各事項が生じたときは、下記の各算式により１株当たりの払込金額を調整するも

のとします。（１円未満の端数切り上げ） 

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合

（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり

処分価額と読み替えるものとします。） 

３．新株予約権行使の条件 

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）のうち、当社の取締役、監査役、従業員

については、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、従業員の地位にあることを要するものとし

ます。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退職等当社取締役会が特に認めた

ものに限り新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者のうち、社外協力者に

ついては、権利行使時においても、当社と取引関係を有することを要するものとします。 

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。ただし、当社取締役会が特

に認めたものに限りその相続人が新株予約権を行使できるものとします。 

(3）その他の条件については、平成16年６月25日開催の株主総会決議及び新株予約権発行にかかる平成16年６

月25日開催の取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」

に定めるところによります。 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成20年７月４日取締役会決議 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が完全子会

社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式数の調整

を行うことができるものとします。 

２．本新株予約権発行後下記の各事項が生じたときは、下記の各算式により１株当たりの払込金額を調整するも

のとします。（１円未満の端数切り上げ） 

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合

（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり

処分価額と読み替えるものとします。） 

３．新株予約権行使の条件 

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又は当

社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要するものとします。ただし、任期満了

による退任、定年退職、会社都合による退任・退職等当社取締役会が特に認めたものに限り新株予約権を

行使することができるものとします。 

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとします。ただし、当社取締役会が特

に認めたものに限りその相続人が新株予約権を行使できるものとします。 

(3）新株予約権の行使期間開始日前日の株式会社東京証券取引所における当社の株式普通取引の終値が行使価

額の1.3倍以上でなければ、新株予約権者は権利行使できないものとします。これを下回る場合、当該新

株予約権は、行使期間開始日をもって消滅するものとします。 

区分 
事業年度末現在 

（平成23年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成23年５月31日） 

新株予約権の数 個 913 個 913

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 －個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 株 913 株 913

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 円 67,893 １株当たり 円 67,893

新株予約権の行使期間 
平成23年７月５日から 

平成25年７月４日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格    円 

資本組入額   円 

67,893

33,947

発行価格    円 

資本組入額   円 

67,893

33,947

新株予約権の行使の条件 （注）３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４． 同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



４．組織再編成行為時の取扱い 

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権

は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編

成対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限るものとします。 

(1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とします。 

(3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、決定するものとします。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、払込金額を組織再編成行為の条件等を

勘案のうえ、調整して得られる再編成後行使価額に上記(3) に従って決定される当該新株予約権の目的で

ある再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。 

(5） 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の末日までとします。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、決定するものとします。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要するものとします。 

(8）再編成対象会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件 

注５．の新株予約権の取得条項に準じて決定するものとします。 

５．新株予約権の取得条項 

(1）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画、又は当社が

完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案が当社の株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要な場合は、これらを承認する当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社の取締

役会が別途定める日をもって、当社は同日時点で残存する新株予約権のすべてを無償で取得することがで

きるものとします。 

(2）新株予約権者が、新株予約権行使の条件を満たさなくなった場合、新株予約権者が新株予約権を放棄した

場合又は新株予約権者の新株予約権を相続した者が死亡した場合は、当社の取締役会が別途定める日をも

って、当社は当該新株予約権を無償で取得することができるものとします。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】



（注）１．株式分割（１：３）によるものであります。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格   228,920円 

発行価額   217,120円 

資本組入額  108,560円 

払込金総額 7,599,200千円 

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格   217,120円 

資本組入額  108,560円 

割当先    大和証券エスエムビーシー㈱ 

４．新株予約権の行使による増加であります。 

５．資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。  

６．有償第三者割当  

発行価格    25,000円 

資本組入額   12,500円 

割当先    堀口智顕 

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日 

（注）１. 
 193,932  290,898  －  3,050,911  －  3,112,248

平成18年７月11日 

（注）２. 
 35,000  325,898  3,799,600  6,850,511  3,799,600  6,911,848

平成18年８月８日 

（注）３. 
 3,413  329,311  370,515  7,221,027  370,515  7,282,364

平成18年４月１日～ 

平成19年３月31日 

（注）４. 

 1,992  331,303  6,641  7,227,668  6,639  7,289,003

平成19年４月１日～ 

平成20年３月31日 

（注）４. 

 192  331,495  640  7,228,308  639  7,289,643

平成21年６月26日 

（注）５. 
 －  331,495  －  7,228,308  △7,289,643  －

平成21年11月30日 

（注）６. 
 40,000  371,495  500,000  7,728,308  500,000  500,000



  

（注）モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッドから、平成22年11月４日付の大量保有報

告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成22年10月29日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。 

 なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。  

  

（６）【所有者別状況】

  平成23年３月31日現在

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 金融機関 金融商品取

引業者 
その他の 
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数 

（人） 
 －  18 23 84 33 8  8,070  8,236 － 

所有株式数

（株） 
 －  16,733 7,717 5,600 12,262 75  329,108  371,495  －

所有株式数の

割合（％） 
 －  4.50 2.08 1.51 3.30 0.02  88.59  100.00 － 

（７）【大株主の状況】

  平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

堀口 智顕 千葉県浦安市  216,725  58.34

佐々木 啓益 大阪府寝屋川市  5,700  1.53

バンク オブ ニユーヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウント ジエイピーアー

ルデイ アイエスジー エフ

イー－エイシー 

(常任代理人 ㈱三菱東京UFJ

銀行決済事業部）  

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 

  

  

(東京都千代田区丸の内2-7-1)  

 4,726  1.27

堀口 恵子 千葉県浦安市  3,990  1.07

サンフロンティア社員持株会 東京都千代田区有楽町1-2-2  3,249  0.87

日本証券金融株式会社 東京都日本橋茅場町1-2-10  2,875  0.77

株式会社インターエックス 東京都目黒区自由が丘3-1-8  2,719  0.73

大野 浩司 東京都渋谷区  2,500  0.67

小林 剛  東京都中央区  2,408  0.65

フィリップ証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町4-2  2,207  0.59

計 －  247,099  66.51

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

モルガン・スタンレー・イン

ベストメント・マネジメン

ト・リミテッド 

25 Cabot Square, Canary Wharf, London 

E14 4QA, United Kingdom 
株式    15,411  4.15



①【発行済株式】 

 (注) 平成21年11月30日第三者割当増資により発行した株式の取得者 堀口智顕氏から、安定株主として２年以上保有

していただく旨の確認書を得ております。なお、当該株式について当事業年度の開始日から有価証券報告書の提

出日までの間に、堀口智顕氏による株式の移動は行われておりません。    

  

②【自己株式等】 

  

（８）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   371,495  371,495 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  371,495 － － 

総株主の議決権 －  371,495 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －



 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を

発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

平成16年６月25日開催定時株主総会決議（平成16年６月25日開催取締役会決議） 

  

平成20年７月４日開催取締役会決議 

  

（９）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役            ５名 

当社監査役            １名 

当社従業員            63名 

外部協力者            ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成20年７月４日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役            ５名 

当社従業員            134名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 



【株式の種類等】 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

当社は、株主への長期的かつ安定的な利益還元に努めるとともに、事業環境の変化に柔軟に対応すべく内部留保の

充実に努めることを基本方針としております。 

当社は、原則として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、決定機関は株主総会であります。 

当事業年度の配当につきましては、前連結会計年度までの２期続いた損失が大きく、会社法上の配当可能利益がな

いことから、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。  

なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を

定款に定めております。 

   

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成19年２月26日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前はジャ

スダック証券取引所におけるものであります。なお、第８期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

最高（円） 
 

※  373,000 

302,000
 304,000  126,000  30,850  17,900

最低（円） 
 

※  160,000 

255,000
 28,350  9,700  10,370  7,630

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月 

最高（円）  10,600  9,790  11,990  15,100  15,100  12,890

最低（円）  8,620  8,630  9,230  11,110  11,240  7,630



  

５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式
数（株） 

代表取締役社

長 
－ 堀口 智顕 昭和33年４月21日生

昭和55年４月 三光商事㈱入社 

昭和61年５月 カワシマ建設興業㈱入社 

平成２年３月 ㈱サンフロンティア（被合併会

社）代表取締役社長 

平成11年４月 当社設立 代表取締役社長（現

任） 

平成16年12月 ㈲ＳＦキャピタル取締役 

（注）２ 
普通株式  

216,725

専務取締役 管理本部長 齋藤 清一 昭和35年６月９日生

昭和59年４月 株式会社北海道拓殖銀行入行 

平成10年２月 シティバンク、エヌ・エイ入社 

平成17年９月 当社入社 管理本部副本部長 

平成17年11月 当社管理本部長 

平成18年６月 当社取締役 管理本部長 

平成20年６月 当社専務取締役 管理本部長

（現任） 

（注）２ 
普通株式  

252

常務取締役 

アセットマネ

ジメント本部

長 

小瀧 邦宏 昭和18年10月７日生

平成10年４月 ㈱地産 常務取締役 関連会社

統括本部長 

平成14年11月 当社入社 

平成15年１月 当社賃貸営業部長 

平成17年７月 当社ビルマネジメント本部長 

平成18年４月 当社アセットマネジメント本部

理事 

平成20年６月 当社取締役 営業統括 

平成20年６月 サンフロンティア不動産投資顧

問㈱代表取締役（現任） 

平成20年11月 当社常務取締役 アセットマネ

ジメント本部長（現任） 

平成21年11月 ＳＦビルサポート㈱代表取締役

（現任）  

（注）２ 
普通株式  

202

取締役 
受託資産運用

本部長 
中村  泉 昭和27年３月16日生

平成13年４月 ㈱三井住友銀行 湘南ブロック

地域個人部長 

平成15年６月 東洋ビジネスエンジニアリング

㈱ ビジネスコンサルティング

部マーケティング部長 

平成18年９月 当社入社 受託資産運用本部営

業統括部長 

平成20年６月 当社取締役 受託資産運用本部

長（現任） 

（注）２ 
普通株式  

198

常勤監査役 － 大澤 伸次 昭和23年１月31日生

昭和46年４月 東洋信託銀行㈱（現、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行㈱）入社 

昭和50年３月 不動産鑑定士登録 

平成18年５月 当社入社 

当社法務部長  

平成19年６月 ＳＦビルサポート㈱監査役（現

任） 

平成23年６月 当社監査役（現任） 

（注）４    －

監査役 － 秋田 瑞枝 昭和21年10月11日生

昭和46年４月 弁護士登録（第二東京弁護士

会） 

東京法律センター法律事務所入

所 

昭和54年４月 港総合法律事務所開設 

平成７年12月 秋田・戸取法律事務所開設 

平成９年４月 ひのき総合法律事務所開設 代

表（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

（注）３ －



（注）１．監査役 秋田瑞枝氏及び加瀬浩壱氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

３．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式
数（株） 

監査役 － 加瀬 浩壱 昭和36年12月22日生

昭和58年８月 吉田会計事務所入所 

昭和59年８月 東京商科学院専門学校入社 

昭和61年８月 青山監査法人プライスウオータ

ーハウス入社 

平成２年１月 川田公認会計士事務所入所 

平成４年12月 加瀬税務経営事務所開設 所長

（現任） 

平成６年８月 カセマネジメントコンサルタン

ト㈲設立 代表取締役（現任） 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

（注）４ 
普通株式  

6

        計   217,383

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

守屋 宏一 (昭和35年９月29日生) 

平成元年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

平成元年４月 本間法律事務所（現、本間合同法律事務所）入

所 

平成12年７月 守屋法律事務所開設 所長（現任） 

平成13年６月 ㈱タムラ製作所 監査役（現任） 

平成16年５月 ㈱サマンサタバサジャパンリミテッド 監査役

（現任） 

普通株式  

48



コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、全ての役職員が高い倫理観に基づく「人間としての正しさ」を業務遂行上の判断基準とし、実践して

いくことを企業経営における基本指針としております。その上で、事業活動を通して社会に貢献し公明正大に利益

を追求すること、そして、長期的かつ継続的に企業価値を高めていくことによって、株主、顧客及び従業員等ステ

ークホルダーからの揺るぎない信頼を築いていくことが経営の重要な使命であると認識しております。このような

認識の下、 

1. 透明性の向上と公正性の確保 

2. 迅速な意思決定と業務遂行 

3. 説明責任の徹底 

4. 適時・適切な情報開示 

5. コンプライアンス意識の高揚 

を基本方針として、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。 

 なお、今後も社会環境・法制度等の変化に対応すべく、当社にふさわしいコーポレート・ガバナンスのあり方を

随時検討し必要な見直しを図っていく方針であります。 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

イ 会社の機関の基本説明 

取締役会  取締役４名（社外取締役はおりません）で構成し、毎月開催される定時取締役会を通じ、法

令または定款に規定する事項の決議並びに重要な業務に関する事項についての報告、審議、

決議を行うとともに、各取締役の職務執行状況の監督を行っております。また、その他必要

に応じて臨時取締役会を開催し、機動的な経営の実現を目指しております。 

監査役会  当社は監査役制度を採用しております。監査役３名（うち社外監査役２名）で構成し、毎月

定例の監査役会を開催しております。各監査役は、各年度に策定する監査計画に従い、取締

役会やその他重要な会議への出席、内部監査室及び会計監査人と連携しての業務監査等を行

っております。監査役会は、内部監査室及び会計監査を担当する監査法人から適時適切な報

告を受ける他、往査時の立会等を通じて十分な意見交換を行っており、独立性確保の前提の

もと相互の連携強化を図っております。 

ロ 会社の機関・内部統制の関係は、下図のとおりであります。 

 
  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】



（現状の体制を採用している理由） 

 当社がこのような体制を採用している理由は、コーポレート・ガバナンスに関する当社の5つの基本方針を

具現化する上で、取締役の相互監視と監査役による経営監視が適切かつ有効に機能する体制であると判断して

いるからであります。  

  

ハ 内部統制システムの整備の状況 

 当社では、全ての役員及び従業員が適正な業務執行を行うための体制を整備し、運用していくことが重要な

経営の責務であると認識し、「内部統制システム構築の基本方針」を定めております。その基本的な考え方

は、次のとおりであります。 

(a) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

全ての取締役及び従業員が公正で高い倫理観の下、常に法令遵守の精神を具現化し、業務を執行するこ

とが企業としての社会的な責務であると認識し、内部管理体制の強化、コンプライアンス意識の啓発等を

図り、将来にわたって継続的に社会から信頼される経営体制の確立に努める。 

具体的には、代表取締役直轄の内部監査室を設置して、全部署及び当社グループ会社に至るまで例外な

き内部監査を定期的に実施する。内部監査においては業務実施状況・体制を把握するとともに、全ての業

務が法令・定款及び社内諸規程に準拠して適正に行われているか、及び会社の制度・組織・諸規程が適

正・妥当であるかについて公正に調査・検証し、監査結果を代表取締役に報告する。また、法令違反・不

正行為による不祥事の防止及び早期発見、自浄プロセスの機動性の向上、風評リスクのコントロール、並

びに社会的信頼の確保のために「企業倫理ヘルプライン」を設け、複数の窓口を設置、通報者の保護を徹

底した内部通報制度を確立する。更には、コンプライアンス意識の向上を図るため、法務部を設置し、各

種研修・教育を実施する。 

当社グループは、反社会的勢力とは一切関わりを持たず、不当な要求に対しては毅然とした態度で対応

する。 

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が「職務権限規程」に基づいて

決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書取扱規程」等に基づ

き、定められた期間保存し、取締役及び監査役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。その上で管理

本部長を情報の保存及び管理を監督する責任者とする。 

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

企業価値の向上・持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処すべく、リスク管理マニュアル等の作成

や、万が一不測の事態が発生した場合には、代表取締役を本部長とする対策本部（顧問弁護士等の外部専

門家チームの編成を含む）を設置するなど、組織的な危機管理体制の構築に努める。 

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

会社全体の企業ビジョンを確立・実践する指標として、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定し、

取締役会はその経営計画を実現するため取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務執行の効率性を高

める。また、代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締役に業務執行の決定を委任された事項につ

いては、当社グループ会社を含めて「組織規程」又は「関係会社管理規程」等に基づき必要な決定を行

う。これらの規程についても法令の改廃を踏まえ、また職務執行の効率化を目的として、適宜適切に見直

すこととする。 

(e) 会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

「関係会社管理規程」に基づき、全ての当社グループ会社における適正な業務執行を確保するための業

務管理体制を構築し、適切な経営管理を行う。内部監査室は、当社グループ会社の業務全般にわたる制

度・組織・諸規程の有効性と妥当性を確保すべく、全ての当社グループ会社に対し内部監査を実施し、そ

の結果を当社代表取締役等所定の機関に報告することとする。 

代表取締役は、財務報告の信頼性を高め、企業価値を向上させるため、公正妥当な会計基準に準拠した

財務諸表の作成及び報告を行うこととする。 

  



(f) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合に、監査役付として従業員を配置するこ

ととする。監査役付は会計または法律等の知見を十分に有する者から指名し、監査役の指示に従い職務を

行うものとする。また、監査役会の事務局も兼務することとする。 

(g) 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

前項の監査役付の独立性を確保するため、当該従業員の人事異動及び人事考課については、事前に監査

役へ報告をし、同意を得ることとする。 

(h) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

全ての取締役及び部署長は、監査役が出席する取締役会その他の会議において随時その担当する業務の

執行状況の報告を行うこととする。また、監査役が求めたときは、社内のあらゆる会議に出席を認めるも

のとする。全ての役職員は、会社の信用・業績等に重大な影響を与える事項、若しくはその恐れのある事

項、または企業ビジョン・企業行動規範等に対する重大な違反等を発見次第、直ちに監査役に対し報告を

行うこととする。 

(i) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

代表取締役は相互の意思疎通を図るため、監査役と定期的な会合をもつこととする。また、内部監査室

は「内部監査規程」及び「内部監査実施要領」に基づき、監査役監査及び外部監査人監査が効率的且つ実

効的に遂行されるべく、連絡・調整を密にし、協力することとする。 

ニ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査    当社の業務全般の内部管理体制の適切性・有効性を検証することを目的として、代表取締

役直轄の内部監査室（２名）が各部門におけるリスクの管理状況を理解した内部監査計画

を基に定期的な監査を実施しており、監査指摘事項について改善及び是正を求め、監査結

果については内部監査報告書を作成の上、代表取締役へ報告しております。また、監査役

や監査法人等と連携することで、内部牽制組織が十分機能するように努めております。 

監査役監査   監査役会で策定された監査方針並びに監査計画に基づいて、取締役会等の重要会議へ出席

する他、内部監査室及び監査法人等との連携を密にして、取締役の職務遂行を監査してお

ります。 

ホ 会計監査の状況 

 会計監査は三優監査法人に依頼しており、期末監査に偏ることなく、期中を通じて満遍なく監査が実施され

ております。また、通常の監査以外にも、会計上の課題・内部統制上の課題等に関しましては随時アドバイス

を受けております。 

・業務を執行した公認会計士の氏名は以下のとおりです。 

三優監査法人 

代表社員 業務執行社員 山本 公太 

業務執行社員 井上 道明 

・会計監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりです。 

公認会計士２名、その他５名 

（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。  

 この他、顧問税理士の助言を得て、税務に関する適法性にも留意しております。 

  



ヘ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 有価証券報告書提出日現在における社外監査役２名との関係については以下のとおりであります。 

 当社では、監査役３名（うち社外監査役２名）による監査を定期的かつ厳格に実施しており、経営監視体制

という面では十分に機能する体制が整っていると判断していることから、社外取締役を選任せず現体制を採用

しております。 

 秋田瑞枝氏は、弁護士として不動産関係を含め様々な分野での法律経験を積まれており、他社の監査役経験

もあることから、同氏を社外監査役に選任しております。また、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

 加瀬浩壱氏は、現在税理士事務所を開業され、税務・会計全般に精通しており、その財務及び会計に関する

相当程度の知見により監査体制の強化を図るため、同氏を社外監査役に選任しております。また、株式会社東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

 なお、加瀬浩壱氏は、提出日現在当社株式（６株）を保有しておりますが、それ以外の人的関係及び取引関

係その他の利害関係はありません。 

  

② リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、各部門でリスク管理を行うとともに、取締役、部門長及び室長が経営上重要な事項

（契約・品質・知的財産等）に関して横断的に状況を把握し、必要に応じ取締役及び部長等の構成で毎週開催さ

れる部長会において報告・検討されており、緊急時には速やかに臨時取締役会を開催し対処できる体制を整えて

おります。 

 なお、リスク管理の強化を図るため、内部監査の実施や役職員に対する関連諸法令に関する教育研修等の充実

に努めるとともに、周知徹底すべく啓蒙活動を行っております。 

 また、法律上の判断を必要とする案件に対応するため弁護士事務所と顧問契約を結び、適宜、助言及び指導等

を受けております。 

③ 役員報酬の内容 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち、重要なもの 

 使用人兼務役員が存在しないため、記載しておりません。 

  

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針 

 取締役の報酬については、一定金額報酬（基本報酬）と業績連動報酬（取締役賞与）を支給することとして

おります。一定金額報酬は、取締役の職務の内容及び当社の状況等を勘案し、相当と思われる額としておりま

す。業績連動報酬は、連結業績及び取締役の担当事業の業績を勘案して定めることとしております。  

 なお、取締役の報酬等限度額は、平成18年６月22日開催の第７回定時株主総会において年額180百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。 

 また、業績向上に対する意欲や士気をより一層高めることを目的として、ストック・オプションを付与する

ことがあります。 

 監査役の報酬については、監査という機能の性格から中立性及び独立性に鑑み、一定金額報酬に一本化して

おります。 

 なお、監査役の報酬等限度額は、平成18年６月22日開催の第７回定時株主総会において年額36百万円以内と

決議いただいております。  

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円）  対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 
ストック・ 
オプション 

賞与 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
 65,271  63,240  2,031  －  4

監査役 

（社外監査役を除く。） 
 －  －  －  －  －

社外役員  16,500  16,500  －  －  3



④ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する金額です。 

 なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について、善意で且

つ重大な過失がないときに限られます。 

⑤ 取締役の定数 

 当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

⑥ 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。 

⑦ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件については、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。 

  

⑧ 株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項 

イ 自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行

することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等に

より、自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

ロ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第１項の規定に

基づき、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む）の損害賠償責任

を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。 

ハ 中間配当 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。 

  

⑨ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式 

該当事項はありません。 

  

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式 

  前事業年度及び当事業年度  

該当事項はありません。 

  

ハ 保有目的が純投資目的の投資株式 

  前事業年度及び当事業年度  

該当事項はありません。 

  

ニ 保有目的を変更した投資株式 

該当事項はありません。  

  



①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

前連結会計年度及び当連結会計年度  

 該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

前連結会計年度及び当連結会計年度 

 該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 該当事項はありません。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

提出会社  23,000  －  25,500  －

連結子会社  －  －  －  －

計  23,000  －  25,500  －



１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の

財務諸表について、三優監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、同機構が主催するセミナー等に参加しております。 

  

第５【経理の状況】



１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,940,389 2,115,547

売掛金 134,534 147,498

販売用不動産 ※2, ※5  764,318 ※2  787,243

仕掛販売用不動産 ※5  － ※2  1,015,584

貯蔵品 － 600

その他 95,750 191,352

貸倒引当金 △6,544 △6,583

流動資産合計 4,928,448 4,251,244

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,072,584 5,097,622

減価償却累計額 △210,542 △399,889

建物（純額） ※2, ※5  4,862,042 ※2  4,697,732

車両運搬具 5,210 5,421

減価償却累計額 △4,596 △2,771

車両運搬具（純額） 613 2,650

土地 ※2, ※5  3,192,919 ※2  3,192,919

建設仮勘定 － 62,500

その他 61,165 56,652

減価償却累計額 △47,553 △46,847

その他（純額） 13,611 9,804

有形固定資産合計 8,069,186 7,965,607

無形固定資産   

その他 34,176 46,180

無形固定資産合計 34,176 46,180

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  4,830 ※1  204,860

その他 ※2  390,343 ※2  325,932

貸倒引当金 △67,883 △6,351

投資その他の資産合計 327,289 524,440

固定資産合計 8,430,651 8,536,228

資産合計 13,359,100 12,787,473



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 79,329 102,674

短期借入金 ※2  931,000 ※2  600,000

1年内償還予定の社債 ※2  108,000 ※2  108,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  408,688 ※2  392,688

未払法人税等 14,517 39,510

賞与引当金 36,258 39,360

工事保証引当金 6,100 800

保証履行引当金 6,381 6,896

事務所移転費用引当金 4,870 －

その他 614,647 520,801

流動負債合計 2,209,792 1,810,730

固定負債   

社債 ※2  162,000 ※2  54,000

長期借入金 ※2  4,490,280 ※2  4,741,592

繰延税金負債 439 451

長期未払金 ※3  766,942 －

その他 544,836 626,094

固定負債合計 5,964,498 5,422,138

負債合計 8,174,290 7,232,869

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,728,308 7,728,308

資本剰余金 500,000 500,000

利益剰余金 △3,056,570 △2,693,256

株主資本合計 5,171,738 5,535,052

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 640 658

その他の包括利益累計額合計 640 658

新株予約権 12,431 18,893

純資産合計 5,184,810 5,554,603

負債純資産合計 13,359,100 12,787,473



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 14,469,122 4,289,998

売上原価 ※1  16,167,518 ※1  2,022,515

売上総利益又は売上総損失（△） △1,698,396 2,267,482

販売費及び一般管理費 ※2  1,749,847 ※2  1,604,842

営業利益又は営業損失（△） △3,448,243 662,639

営業外収益   

受取利息 2,493 1,802

受取配当金 489 436

受取遅延損害金 － 1,587

未払配当金除斥益 － 771

その他 1,125 1,079

営業外収益合計 4,108 5,678

営業外費用   

支払利息 323,761 125,691

その他 8,673 870

営業外費用合計 332,435 126,562

経常利益又は経常損失（△） △3,776,569 541,755

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  1,656

貸倒引当金戻入額 － 3,634

工事保証引当金戻入額 22,625 4,552

賞与引当金戻入額 17,709 －

新株予約権戻入益 48,777 －

その他 6,585 933

特別利益合計 95,696 10,776

特別損失   

固定資産除却損 ※3  10,761 ※4  2,898

事務所移転費用引当金繰入額 4,870 －

会員権評価損 1,859 100

訴訟和解金 － 151,368

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,291

その他 94 －

特別損失合計 17,585 157,658

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△3,698,458 394,872

法人税、住民税及び事業税 13,638 31,559

法人税等調整額 241 －

法人税等合計 13,880 31,559

少数株主損益調整前当期純利益 － 363,313

当期純利益又は当期純損失（△） △3,712,338 363,313



【連結包括利益計算書】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 363,313

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 17

その他の包括利益合計 － ※2  17

包括利益 － ※1  363,331

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 363,331



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,228,308 7,728,308

当期変動額   

新株の発行 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 7,728,308 7,728,308

資本剰余金   

前期末残高 7,289,643 500,000

当期変動額   

新株の発行 500,000 －

欠損填補 △7,289,643 －

当期変動額合計 △6,789,643 －

当期末残高 500,000 500,000

利益剰余金   

前期末残高 △6,633,874 △3,056,570

当期変動額   

欠損填補 7,289,643 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,712,338 363,313

当期変動額合計 3,577,304 363,313

当期末残高 △3,056,570 △2,693,256

株主資本合計   

前期末残高 7,884,077 5,171,738

当期変動額   

新株の発行 1,000,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,712,338 363,313

当期変動額合計 △2,712,338 363,313

当期末残高 5,171,738 5,535,052

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 786 640

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △145 17

当期変動額合計 △145 17

当期末残高 640 658

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 786 640

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △145 17

当期変動額合計 △145 17

当期末残高 640 658

新株予約権   

前期末残高 54,962 12,431

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42,531 6,462

当期変動額合計 △42,531 6,462

当期末残高 12,431 18,893



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 7,939,826 5,184,810

当期変動額   

新株の発行 1,000,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,712,338 363,313

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42,677 6,479

当期変動額合計 △2,755,016 369,793

当期末残高 5,184,810 5,554,603



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△3,698,458 394,872

減価償却費 ※2  249,452 ※2  226,857

新株予約権の増減額（△は減少） △42,531 6,462

貸倒引当金の増減額（△は減少） 161 △2,708

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,200 3,101

工事保証引当金の増減額（△は減少） △24,500 △5,300

保証履行引当金の増減額（△は減少） △318 515

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） 4,870 △2,014

匿名組合投資損益（△は益） 2,994,172 △156,309

受取利息及び受取配当金 △2,982 △2,239

支払利息 323,761 125,691

固定資産売却損益（△は益） － △1,656

固定資産除却損 8,461 2,898

訴訟和解金 － 151,368

売上債権の増減額（△は増加） △74,320 △14,297

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,204,140 △1,046,764

仕入債務の増減額（△は減少） △136,687 38,345

未払消費税等の増減額（△は減少） 32,355 △61,548

未収消費税等の増減額（△は増加） － △113,796

預り保証金の増減額（△は減少） △194,147 25,008

その他 △9,206 △12,794

小計 11,630,022 △444,307

利息及び配当金の受取額 3,038 2,239

利息の支払額 △365,558 △125,173

訴訟和解金の支払額 － △151,368

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 97,718 △4,199

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,365,220 △722,810

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △322,475 △84,352

定期預金の払戻による収入 281,000 48,000

有形固定資産の取得による支出 △3,210 △99,094

有形固定資産の売却による収入 － 6,345

無形固定資産の取得による支出 △1,623 △37,998

投資有価証券の取得による支出 △752,821 △929,729

匿名組合出資金の払戻による収入 － 172,972

貸付金の回収による収入 6,633 －

差入保証金の差入による支出 － △17,477

差入保証金の回収による収入 20,995 7,037

その他 － △112

投資活動によるキャッシュ・フロー △771,502 △934,408



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 931,000 △331,000

長期借入れによる収入 － 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △12,520,688 △764,688

社債の償還による支出 △108,000 △108,000

株式の発行による収入 994,369 －

配当金の支払額 △740 △287

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,704,059 △203,975

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110,340 △1,861,194

現金及び現金同等物の期首残高 3,712,211 3,601,870

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,601,870 ※1  1,740,676



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

サンフロンティア不動産投資顧問株式

会社 

ＳＦビルサポート株式会社 

 なお、前連結会計年度において連結

の範囲に含めていた有限会社ＳＦキャ

ピタルは平成22年３月に当社と合併し

たため、連結の範囲から除外しました

が、除外までの期間の損益、剰余金及

びキャッシュ・フローは連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連

結キャッシュ・フロー計算書に含まれ

ております。 

連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

サンフロンティア不動産投資顧問株式

会社 

ＳＦビルサポート株式会社 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数  １社 

持分法適用の関連会社の名称 

ＳＦコンバージョン特定目的会社 

(1) 持分法適用の関連会社数  ２社 

持分法適用の関連会社の名称 

ＳＦコンバージョン特定目的会社 

特定目的会社ＶＴＦＡウィル 

 特定目的会社ＶＴＦＡウィルは新

規出資により、当連結会計年度から

持分法の適用範囲に加えておりま

す。  

  (2) 持分法を適用していない関連会社（合

同会社ルイージ）は、当期純利益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

(2) 持分法を適用していない関連会社（合

同会社ルイージ及び合同会社ＶＴＦＡロ

グラ）は、当期純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

  なお、合同会社ＶＴＦＡログラは、社

債の償還により、当社の影響力がなくな

ったため、当連結会計年度中に、関連会

社ではなくなりました。  

  (3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

(3)        同左 

    （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「持分法に関する

会計基準」（企業会計基準第16号 平成20

年３月10日公表分）及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。なお、これによ

る影響はありません。  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用してお

ります。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 ただし、匿名組合出資金は個別法

によっており、詳細は「４．（7）

ロ 匿名組合出資金の会計処理」に

記載しております。 

時価のないもの 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ロ たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。 

 なお、賃貸中のものについては、有

形固定資産に準じて償却を行っており

ます。 

ロ たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産 

同左  

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

貯蔵品 

同左  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建 物     ３年～43年 

車両運搬具      ６年 

その他     ３年～15年 

 また、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間

均等償却を採用しております。 

イ 有形固定資産 

同左  

  ロ 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。  

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞

与支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ハ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、当連結会計年度に係る役員賞与

は支給しないため、当連結会計年度にお

いては、役員賞与引当金は計上しており

ません。 

ハ 役員賞与引当金 

同左  

  ニ 工事保証引当金 

 販売用不動産に係る補修費用の支出に

備えるため、補修実績率に基づく補修見

込額を計上しております。 

ニ 工事保証引当金 

同左 

  ホ 保証履行引当金 

滞納賃料保証事業に係る損失に備える

ため、過去の実績保証履行損失率を勘案

し、損失負担見込額を計上しておりま

す。  

ホ 保証履行引当金 

同左  

  へ 事務所移転費用引当金 

 事務所移転に伴い、従来より賃借して

いた事務所について当連結会計年度にお

いて解約申し入れ等を行ったため、これ

に係る原状回復工事費用等を見積り計上

しております。 

―――――― 

(4) 重要な収益及び費用の

計上基準 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を採用しております。

ロ その他の工事 

 工事完成基準を採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を当連結会

計年度より適用し、当連結会計年度に着

手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。 

 なお、この変更による当連結会計年度

の損益に与える影響はありません。  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事 

同左 

  

ロ その他の工事 

同左  

  

―――――― 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たすスワップに

つき、特例処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお

りであります。 

ａ.ヘッジ手段  金利スワップ 

ｂ.ヘッジ対象  借入金利息 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目

的で、デリバティブ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っ

ております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 リスク管理方針に従って以下の条件を

満たす金利スワップを契約しておりま

す。 

Ⅰ．金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。 

Ⅱ．金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。 

Ⅲ．長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされる

変動金利のインデックスが一致して

いる。 

Ⅳ．長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。 

Ⅴ．金利スワップの受払い条件がスワ

ップ期間を通して一定である。 

 従って、金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、連結決算日にお

ける有効性の評価を省略しております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(6）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

――――――   手許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 なお、控除対象外消費税等は発生連結

会計年度の期間費用としております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

  ロ 匿名組合出資金の会計処理 

 当社は匿名組合出資を行うに際して、

匿名組合の財産の持分相当額を投資その

他の資産の「投資有価証券」及び固定負

債の「長期未払金」に計上しておりま

す。 

 営業目的の匿名組合出資から生じる利

益又は損失は、それぞれ純額で売上高又

は売上原価に計上しております。 

 また、これに対応して投資その他の資

産の「投資有価証券」及び固定負債の

「長期未払金」を加減する処理をしてお

ります。 

ロ 匿名組合出資金の会計処理 

 当社は匿名組合出資を行うに際して、

匿名組合の財産の持分相当額を投資その

他の資産の「投資有価証券」に計上して

おります。 

 営業目的の匿名組合出資から生じる利

益又は損失は、それぞれ純額で売上高又

は売上原価に計上しております。 

 また、これに対応して投資その他の資

産の「投資有価証券」を加減する処理を

しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 ―――――― 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

―――――― 



  

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益は

それぞれ 千円、税金等調整前当期純利益は 千円

減少しております。  

1,795 5,086



   

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで固定負債の「その他」に含めて表示

しておりました「長期未払金」 は、当連結会計年度にお

いて、負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「長期未払金」は56,250千円

であります。  

  

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度にて区分掲記しておりました「長期未払

金」（当連結会計年度は 千円）は、負債及び純資産

の合計額の100分の５以下となったため、固定負債の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

  

56,250

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「融資

関連費用」（当連結会計年度は1,994千円）は、当連

結会計年度において、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて

表示することとしました。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「未払配当金除斥益」は、当連

結会計年度において、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度における「未払配当金除斥

益」の金額は 千円であります。  292

２．前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「会員権評価損」は、当連結会計

年度において、特別損失の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「会員権評価損」の

金額は900千円であります。  

２．前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて

表示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、当連結

会計年度において、特別利益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入

額」の金額は 千円であります。  6,585

―――――― ３．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３

月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めて表示しておりました「匿名組合

投資損益（△は益）」は、重要性が増したため区分掲記し

ました。  

なお、 前連結会計年度の「その他」に含まれる「匿名

組合投資損益（△は益）」は225,671千円であります。  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貸付金の

回収による収入」（当連結会計年度は 千円）は、重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度においては投資活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示す

ることとしました。 
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【追加情報】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 



  

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券 千円0 投資有価証券 千円200,000

※２．担保に供している資産とこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

※２．担保に供している資産とこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

販売用不動産 千円764,318

建物  4,781,976

土地  3,192,919

長期預金  145,000

計  8,884,213

販売用不動産 千円686,000

仕掛販売用不動産   1,015,584

建物  4,628,113

土地  3,192,919

長期預金  145,000

計  9,667,616

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金 千円931,000

１年内償還予定の社債  108,000

（銀行保証付無担保社債）   

１年内返済予定の長期借入金  368,688

社債  162,000

（銀行保証付無担保社債）   

長期借入金  4,490,280

計  6,059,968

短期借入金 千円600,000

１年内償還予定の社債  108,000

（銀行保証付無担保社債）   

１年内返済予定の長期借入金  392,688

社債  54,000

（銀行保証付無担保社債）   

長期借入金  4,741,592

計  5,896,280

※３．匿名組合出資に係る投資損失累計額（710,692千

円）が含まれております。 

―――――― 

 ４．偶発債務 

保証債務 

 （保証先） 

滞納賃料保証事業に係る

顧客（保証限度相当額） 
千円5,242,729

保証履行引当金  △6,381

 計  5,236,347

 ３．偶発債務 

保証債務 

 （保証先） 

滞納賃料保証事業に係る

顧客（保証限度相当額） 
千円5,834,660

保証履行引当金  △6,896

 計  5,827,763

※５．たな卸資産の保有目的の変更 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産を、保有目的

の変更により、有形固定資産（建物3,981,844千

円、土地2,470,145千円）に振替えております。  

―――――― 



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

  千円994,405   千円78,318

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与及び手当 千円726,629

賞与引当金繰入額  36,086

貸倒引当金繰入額  8,875

地代家賃  195,104

給与及び手当 千円724,019

賞与引当金繰入額  39,072

貸倒引当金繰入額  586

────── ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  建物 千円288

車両運搬具         1,368

 計  1,656

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円10,761

 計  10,761

工具、器具及び備品 千円292

ソフトウェア          2,606

 計  2,898

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

※２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

親会社株主に係る包括利益   千円△3,712,484

 計     △3,712,484

その他有価証券評価差額金      千円△145

 計        △145



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加40,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  331,495  40,000  －  371,495

合計  331,495  40,000  －  371,495

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目
的となる株式の
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高 

（千円） 前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションと

しての新株予約権 
－ － －  －  － 12,431

連結子会社 － － － －  －  － －

合計 － － －  －  － 12,431

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  371,495  －  －  371,495

合計  371,495  －  －  371,495

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目
的となる株式の
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高 

（千円） 前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションと

しての新株予約権 
－ － －  －  － 18,893

連結子会社 － － － －  －  － －

合計 － － －  －  － 18,893



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日）

現金及び預金勘定 千円3,940,389

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △338,519

現金及び現金同等物  3,601,870

（平成23年３月31日）

現金及び預金勘定 千円2,115,547

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △374,871

現金及び現金同等物  1,740,676

※２．減価償却費には、賃貸中のたな卸資産に係る償却費

千円が含まれております。 154,781

※２．減価償却費には、賃貸中のたな卸資産に係る償却費

千円が含まれております。 7,654

 ３．重要な非資金取引の内容 

 販売用不動産及び仕掛販売用不動産を保有目的の

変更により、有形固定資産（建物3,981,844千円、

土地2,470,145千円）に振替えております。  

―――――― 



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定しております。資金調達については、

必要な資金需要の特性、金融市場環境、長期及び短期の償還期間等を総合的に勘案し、銀行借入による

間接金融、社債及び株式発行等による直接金融による資金調達を行う方針であります。デリバティブ取

引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、主に不動産投資信託の投資口に対する出資及び資産流動化法に基づく特別目的会社

に対する匿名組合出資等であり、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動

リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

 借入金及び社債は、主に営業目的及び事業戦略上の投資資金として資金調達したものであります。変

動型の借入金につきましては、金利の変動リスクに晒されております。また、借入金は、主に金融機関

から調達しており、当社グループに対する取引姿勢の変化等により、資金調達が制約される流動性リス

クに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引相手先の契約不履行に係るリスク）の管理 

 売上債権管理規程等に基づき、営業債権について、主要な取引先の経営状況を定期的にモニタリン

グし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

② 市場リスク（市場価格の変動に係るリスク）の管理 

 投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

 デリバティブ取引は、運用規程に定めのない投機目的では行いません。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループの資金需要に関する情報及び資金繰り状況の的確な把握を行うとともに、取引金融機

関と随時リレーションに努め、資金調達手段の多様化を図っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

（リース取引関係）

（金融商品関係）



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金  

 現金及び預金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 投資有価証券  

 投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 

負 債 

(1) 短期借入金  

 短期借入金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 長期借入金  

 長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の合計額 (*)を同様の新規

借入において想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(*) 金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、当該金利スワップと一体として処

理された元利金の合計額  

デリバティブ取引  

① ヘッジ会計が適用されていないもの  

該当事項はありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(1) 匿名組合出資（連結貸借対照表計上額0千円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額0千円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産(2) 投資有価証券」には含めて

おりません。 

(2) 長期未払金のうち、匿名組合出資に係る投資損失累計額（連結貸借対照表計上額710,692千円）は、市場価

格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されていないため、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、時価開示の対象とはしておりません。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金  3,940,389  3,940,389  －

(2) 投資有価証券  

その他有価証券  4,830  4,830  －

 資産計   3,945,219  3,945,219  －

(1) 短期借入金  931,000  931,000  －

(2) 長期借入金（１年内返済予定

を含む） 
 4,898,968  4,665,824  △233,143

 負債計  5,829,968  5,596,824  △233,143

 デリバティブ取引  －  －  －



（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定しております。資金調達については、

必要な資金需要の特性、金融市場環境、長期及び短期の償還期間等を総合的に勘案し、銀行借入による

間接金融、社債及び株式発行等による直接金融による資金調達を行う方針であります。デリバティブ取

引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、主に不動産投資信託の投資口に対する出資、資産流動化法に基づく特定目的会社に

対する優先出資及び特別目的会社に対する匿名組合出資等であり、それぞれ発行体の信用リスク、金利

の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

 借入金及び社債は、主に営業目的及び事業戦略上の投資資金として資金調達したものであります。変

動型の借入金につきましては、金利の変動リスクに晒されております。また、借入金は、主に金融機関

から調達しており、当社グループに対する取引姿勢の変化等により、資金調達が制約される流動性リス

クに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引相手先の契約不履行に係るリスク）の管理 

 売上債権管理規程等に基づき、営業債権について、主要な取引先の経営状況を定期的にモニタリン

グし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

② 市場リスク（市場価格の変動に係るリスク）の管理 

 投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

 デリバティブ取引は、運用規程に定めのない投機目的では行いません。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループの資金需要に関する情報及び資金繰り状況の的確な把握を行うとともに、取引金融機

関との関係強化に努め、資金調達手段の多様化を図っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  
１年以内  
  (千円）  

１年超２年以内  
 (千円） 

２年超３年以内 
 (千円）  

現金及び預金  3,940,389  －  －

合計  3,940,389  －  －



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金  

 現金及び預金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 投資有価証券  

 投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 

負 債 

長期借入金  

 長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の合計額 (*)を同様の新規借入

において想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(*) 金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額  

デリバティブ取引  

① ヘッジ会計が適用されていないもの  

該当事項はありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

   匿名組合出資（連結貸借対照表計上額 千円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額 千円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産(2) 投資有価証券」には含

めておりません。 

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。 

  

  
連結貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金  2,115,547  2,115,547  －

(2) 投資有価証券  

その他有価証券  4,860  4,860  －

 資産計   2,120,407  2,120,407  －

   長期借入金（１年内返済予定

を含む） 
 5,134,280  5,025,299  △108,980

 負債計  5,134,280  5,025,299  △108,980

 デリバティブ取引  －  －  －

0 200,000

  
１年以内  
  (千円）  

１年超５年以内 
 (千円） 

５年超10年以内 
 (千円）  

10年超 
 (千円）  

現金及び預金  2,115,547 － － － 

合計  2,115,547 － － － 



前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）匿名組合出資（連結貸借対照表計上額 千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

２．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について 千円（関係会社株式 千円）減損処理を行っ

ております。 

 なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行うこととしております。  

  

当連結会計年度（平成23年３月31日） 

  その他有価証券 

（注）匿名組合出資（連結貸借対照表計上額 千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。   

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

取得原価
（千円） 差額（千円）   

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 4,830 3,750 1,080

小計 4,830 3,750 1,080

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 4,830 3,750 1,080

0

574,999 574,999

  種類 
連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

取得原価
（千円） 差額（千円）   

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 4,860 3,750 1,110

小計 4,860 3,750 1,110

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 4,860 3,750 1,110

0



前連結会計年度（平成22年３月31日）  

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引  

該当事項はありません。  

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引  

金利関連 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。  

  

当連結会計年度（平成23年３月31日）  

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引  

該当事項はありません。  

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引  

金利関連 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。  

  

  

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 

（千円）  

契約額等の 

うち１年超 

（千円）  

時価 

（千円）  

金利スワップの特

例処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支

払  
長期借入金  1,428,568  1,314,280 （注） 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 

（千円）  

契約額等の 

うち１年超 

（千円）  

時価 

（千円）  

金利スワップの特

例処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支

払  
長期借入金  1,314,280  1,199,992 （注） 

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．採用する退職給付制度の概要 

確定拠出型年金制度を採用しております。 

１．採用する退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付費用に関する事項 ２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出型年金への掛金支払額 千円17,860 確定拠出型年金への掛金支払額 千円20,190



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費         千円 

  

２．権利不確定による失効により利益に計上した金額  

新株予約権戻入益         千円 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

なお、平成16年ストック・オプションは、平成17年５月20日付で１株を４株、平成18年４月１日

付で１株を３株へ分割した後の株式数に換算して記載しております。 

２．平成16年ストック・オプションの権利行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役、従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職、会社都合による退任・退職等当社取締役会が特に認めたものに限り新株予

約権を行使することができるものとする。また、新株予約権者のうち、社外協力者について

は、権利行使時においても、当社と取引関係を有することを要するものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、当社取締

役会が特に認めたものに限りその相続人が新株予約権を行使できるものとする。 

③ その他の条件については、平成16年６月25日開催の株主総会決議及び新株予約権発行にかかる

平成16年６月25日開催の取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

３．平成18年ストック・オプションの権利行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位になくてはならない。ただし、任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が平成22年３月２日までに死亡した場合は、新株予約権は相続されず、相続人は

これを行使することができない。ただし、当社の取締役会が特に認めたものに限り、その相続

人が新株予約権を行使することができる。 

③ 新株予約権の行使期間開始日前日の株式会社東京証券取引所における当社株式普通取引の終値

が行使価額の1.3倍以上でなければ、新株予約権者は権利行使できない。これを下回る場合、

当該新株予約権は、行使期間開始日をもって消滅する。 

（ストック・オプション等関係）

6,245

48,777

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役 ５名 

当社の監査役 １名 

当社の従業員 63名 

外部協力者  ２名 

当社の取締役  ５名 

当社の従業員 113名 

当社の取締役  ５名 

当社の従業員 134名 

ストック・オプション数（注）

１． 
普通株式 2,520株 普通株式 1,128株 普通株式 1,326株 

付与日 平成16年６月25日 平成19年３月19日 平成20年７月22日 

権利確定条件 （注）２． （注）３． （注）４． 

対象勤務期間 
平成16年６月25日から 

平成18年６月25日まで 

平成19年３月19日から 

平成22年３月２日まで 

平成20年７月22日から

平成23年７月４日まで

権利行使期間 
平成18年６月26日から 

平成26年６月25日まで 

平成22年３月３日から 

平成24年３月２日まで 

平成23年７月５日から

平成25年７月４日まで



４．平成20年ストック・オプションの権利行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位になくてはならない。ただし、任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が平成23年７月４日までに死亡した場合は、新株予約権は相続されず、相続人は

これを行使することができない。ただし、当社の取締役会が特に認めたものに限り、その相続

人が新株予約権を行使することができる。 

③ 新株予約権の行使期間開始日前日の株式会社東京証券取引所における当社株式普通取引の終値

が行使価額の1.3倍以上でなければ、新株予約権者は権利行使できない。これを下回る場合、

当該新株予約権は、行使期間開始日をもって消滅する。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません。 

  

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。  

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション

権利確定前 

（株） 
      

前連結会計年度末  －  754  1,096

付与  －  －  －

失効  －  754  152

権利確定  －  －  －

未確定残  －  －  944

権利確定後 

（株） 
      

前連結会計年度末  60  －  －

権利確定  －  －  －

権利行使  －  －  －

失効  －  －  －

未行使残  60  －  －

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション

権利行使価格 

（円） 
 6,667  298,620  67,893

行使時平均株価 

（円） 
 －  －  －

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
 －  93,155  22,575



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費         千円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

なお、平成16年ストック・オプションは、平成17年５月20日付で１株を４株、平成18年４月１日

付で１株を３株へ分割した後の株式数に換算して記載しております。 

２．平成16年ストック・オプションの権利行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）のうち、当社の取締役、監査

役、従業員については、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、従業員の地位にある

ことを要するものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退

職等当社取締役会が特に認めたものに限り新株予約権を行使することができるものとする。ま

た、新株予約権者のうち、社外協力者については、権利行使時においても、当社と取引関係を

有することを要するものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、当社取締

役会が特に認めたものに限りその相続人が新株予約権を行使できるものとする。 

③ その他の条件については、平成16年６月25日開催の株主総会決議及び新株予約権発行にかかる

平成16年６月25日開催の取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

３．平成20年ストック・オプションの権利行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位になくてはならない。ただし、任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が平成23年７月４日までに死亡した場合は、新株予約権は相続されず、相続人は

これを行使することができない。ただし、当社の取締役会が特に認めたものに限り、その相続

人が新株予約権を行使することができる。 

③ 新株予約権の行使期間開始日前日の株式会社東京証券取引所における当社株式普通取引の終値

が行使価額の1.3倍以上でなければ、新株予約権者は権利行使できない。これを下回る場合、

当該新株予約権は、行使期間開始日をもって消滅する。 

6,462

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役 ５名 

当社の監査役 １名 

当社の従業員 63名 

外部協力者  ２名 

当社の取締役  ５名 

当社の従業員 134名 

ストック・オプション数（注）

１． 
普通株式 2,520株 普通株式 1,326株 

付与日 平成16年６月25日 平成20年７月22日 

権利確定条件 （注）２． （注）３． 

対象勤務期間 
平成16年６月25日から 

平成18年６月25日まで 

平成20年７月22日から 

平成23年７月４日まで 

権利行使期間 
平成18年６月26日から 

平成26年６月25日まで 

平成23年７月５日から 

平成25年７月４日まで 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション 

権利確定前 

（株） 
    

前連結会計年度末  －  944

付与  －  －

失効  －  31

権利確定  －  －

未確定残  －  913

権利確定後 

（株） 
    

前連結会計年度末  60  －

権利確定  －  －

権利行使  －  －

失効  －  －

未行使残  60  －

  
平成16年 

ストック・オプション 
平成20年 

ストック・オプション 

権利行使価格 

（円） 
 6,667  67,893

行使時平均株価 

（円） 
 －  －

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
 －  22,575



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 14,786

未払費用 17,680

未払事業税 1,009

たな卸資産 637,743

租税公課 8,197

工事保証引当金 2,482

事務所移転費用引当金 1,982

その他 13,880

小計 697,762

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 12,328

長期未払金 22,893

繰越欠損金 5,982,029

減価償却超過額 785,011

土地評価損否認 549,217

有価証券評価損否認 1,206,811

その他 2,123

小計 8,560,415

評価性引当額 △9,258,177

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 439

小計 439

繰延税金負債合計 439

繰延税金負債純額 439

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 16,063

未払費用 17,826

未払事業税 5,954

たな卸資産 671,214

租税公課 8,504

工事保証引当金 325

その他 4,110

小計 723,999

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 1,825

長期未払金 22,893

繰越欠損金 6,219,431

減価償却超過額 755,405

土地評価損否認 549,217

有価証券評価損否認 837,919

資産除去債務 2,070

その他 2,164

小計 8,390,928

評価性引当額 △9,114,927

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △451

小計 △451

繰延税金負債合計 △451

繰延税金負債純額 △451

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

   (％)

法定実効税率    40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目     1.2

住民税均等割     1.5

評価性引当額の増減  △36.3

その他     0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率     8.0



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 結合当事企業及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

概要  

(1) 結合当事企業及びその事業の内容 

有限会社ＳＦキャピタル 

不動産証券化事業  

(2) 企業結合の法的形式  

吸収合併  

(3) 結合後企業の名称 

サンフロンティア不動産株式会社  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

① 合併の目的 

 有限会社ＳＦキャピタルは、主に不動産投資を目的とするＳＰＣ等への出資業務を行ってまいりまし

たが、昨今の市場環境の変化をふまえ、当社グループ経営の更なる効率化を図るべく、同社を吸収合併

することといたしました。 

② 合併期日 

 平成22年３月５日 

③ 合併の方法 

 当社を存続会社、被合併会社である子会社を消滅会社とする吸収合併であります。 

④ 合併比率、増加資本等  

 被合併会社は、当社が直接100％の株式を有する子会社であるため、合併による新株式の発行及び資

本金の増加はありません。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

 上記合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）に定める共通支配下の

取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会計処理が連結財務諸表

に与える影響はありません。  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

（企業結合等関係）



当連結会計年度末（平成23年３月31日）  

 当社グループでは、不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識

しております。なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金及び保証金について、

回収が最終的に見込めないと認められる金額（賃借建物の原状回復費用）を合理的に見積り、そのうち当連結会

計年度の負担に属する金額を費用計上する方法によっております。 

 また、当連結会計年度の負担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。  

  

  

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を有しております。平成

22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上しています。）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の時価は、次

のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増減額は、保有目的の変更による販売用不動産及び仕掛販売用不動産か

らの振替え（ 千円）であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

  

 （追加情報）  

 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号

平成20年11月28日）を適用しております。   

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を有しております。平成

23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上しています。）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の時価は、次

のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は、減価償却（ 千円）であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、もしくは一定の評

価額や指標を用いて調整した金額であります。   

  

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

228,220

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価 

（千円）  前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 1,414,725  6,414,553  7,829,279  9,280,000

6,451,989

486,963

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価 

（千円）  前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 7,829,279  △150,860  7,678,418  9,244,000

176,725



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。 

２．各区分の主な商品等 

(1) 不動産再生事業  ‥‥ 事業用不動産の購入・改修・賃貸・販売、私募ファンドの企画・組成・運営、

アセットマネジメント 

(2) 不動産サービス事業‥‥ 売買仲介、賃貸仲介、プロパティマネジメント、建築企画、滞納賃料保証 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 千円であり、主として

親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．不動産再生事業において、販売用不動産及び仕掛販売用不動産を、保有目的の変更により、有形固定資産

（建物3,981,844千円、土地2,470,145千円）に振替えております。この振替えによる有形固定資産の増加額

は、資本的支出に含めておりません。 

６．会計方針の変更 

（工事契約に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(4)に記載のとおり、当連結会計年度より

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益及び資産に与える影響はありません。 

７．事業区分の変更 

 不動産証券化事業及びアセットマネジメント事業は、前連結会計年度まで「その他不動産事業」に含めて

表示しておりましたが、当連結会計年度より「不動産再生事業」に含めて表示しております。この変更は、

当社が当該事業を営む子会社を吸収合併することを見据え、当第４四半期連結会計期間より社内管理体制及

び事業区分の見直しを行った結果、事業区分のより適切な開示のために行ったものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ「不動産再生事業」の売上高は 千円、営業損失は

千円、資産は 千円、減価償却費は 千円及び資本的支出は 千円それぞれ増加しておりま

す。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産再生事
業 

（千円） 

不動産サービ
ス事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上

高 
 12,748,592  1,720,529  14,469,122  －  14,469,122

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  657  657 (657)  －

計  12,748,592  1,721,186  14,469,779 (657)  14,469,122

営業費用  16,095,720  1,494,371  17,590,092  327,272  17,917,365

営業利益（又は営業損失） (3,347,127)  226,814 (3,120,312) (327,930) (3,448,243)

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産  8,691,278  686,819  9,378,097  3,981,003  13,359,100

減価償却費  50,301  29,646  79,947  14,722  94,670

資本的支出  5,459  1,934  7,393  171  7,564

327,272

3,981,003

25,000

2,969,292 36,199 781 13



 前連結会計年度において、当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別のセグメント情報は、

以下のとおりであります。 

 なお、当該事業区分の変更は、子会社の吸収合併を見据え、社内管理体制及び事業区分の見直しを当第４

四半期連結会計期間に行ったため、当第３四半期連結累計期間までは従来の方法によっております。そのた

め当第３四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報は、変更後の方法に比べ、「不動産再生事業」

の売上高は 千円、営業損失は 千円それぞれ少なく、また、「その他不動産事業」の売上高

は 千円、営業損失は 千円それぞれ多く計上されております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  
不動産再生事
業 

（千円） 

不動産サービ
ス事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上

高 
 25,741,789  1,128,917  26,870,706  －  26,870,706

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  25,741,789  1,128,917  26,870,706  －  26,870,706

営業費用  41,775,150  1,552,172  43,327,323  634,273  43,961,596

営業利益（又は営業損失） ( )16,033,361 ( )423,254 ( )16,456,616 (634,273) (17,090,889)

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産  22,789,025  618,684  23,407,709  4,071,988  27,479,697

減価償却費  35,830  27,579  63,408  22,491  85,901

資本的支出  5,673  14,138  19,810  10,302  30,114

35,011 2,982,761

35,011 2,982,761

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

当社は、本社で製品・サービスの種類別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は、本社で定めた製品・サービス別のセグメントから構成されており、「不動産再生

事業」、「仲介事業」及び「プロパティマネジメント事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「不動産再生事業」は、リプランニング事業、賃貸ビル事業及び不動産証券化事業等を行っておりま

す。「仲介事業」は、売買仲介事業及び賃貸仲介事業を行っております。「プロパティマネジメント事

業」は、プロパティマネジメント事業を行っております。 

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメ

ント間の内部売上高又は振替高は第三者間取引価格に基づいております。  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築企画事業及び滞納賃料保証

事業等を含んでおります。 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用 千

円及び支払利息の調整額 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。 

（２）セグメント資産の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産 千円が

含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金預金及び有価証

券）及び管理部門に係る資産であります。 

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 

（注）１．
合計 

調整額 
（注）２． 

連結財務諸
表計上額 
（注）３．不動産再生 仲介 

プロパティ

マネジメン

ト  
計 

売上高                 

外部顧客への

売上高 
 12,748,592  921,816  373,334  14,043,744  425,378  14,469,122  －  14,469,122

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  －  －  －  8,608  8,608  △8,608  －

計  12,748,592  921,816  373,334  14,043,744  433,986  14,477,730  △8,608  14,469,122

セグメント利益

又は損失（△） 
 △3,444,677  810,966  274,576  △2,359,133  210,094  △2,149,039  △1,299,203 △3,448,243

セグメント資産  8,593,597  －  －  8,593,597  －  8,593,597  4,765,503  13,359,100

セグメント負債  6,770,660  －  －  6,770,660  －  6,770,660  1,403,630  8,174,290

その他の項目                  

減価償却費  200,715  －  －  200,715  －  200,715  48,736  249,452

支払利息  321,823  －  －  321,823  －  321,823  1,938  323,761

たな卸資産評

価損 
 994,405  －  －  994,405  －  994,405  －  994,405

匿名組合投資

損益 
 △2,994,172  －  －  △2,994,172  －  △2,994,172  － △2,994,172

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 6,460,487  －  －  6,460,487  －  6,460,487  2,147  6,462,634

△1,299,203 △1,621,027

321,823

4,765,503 4,765,503



（３）セグメント負債の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社負債 千円が

含まれております。 

（４）その他の項目の減価償却費の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産に係る減

価償却費 千円が含まれております。 

（５）その他の項目の支払利息の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない支払利息 千円が

含まれております。 

（６）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 千円には、各報告セグメントに

配分しない全社資産に係る有形固定資産及び無形固定資産の増加額 千円が含まれております。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．不動産再生事業の有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、販売用不動産及び仕掛販売用不動産を、保

有目的の変更により有形固定資産（建物 千円、土地 千円）に振替えたことによる増加額

が含まれております。 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

 （単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築企画事業及び滞納賃料保証

事業等を含んでおります。 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用 千

円及び支払利息の調整額 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。 

（２）セグメント資産の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産 千円が

含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金預金及び有価証

券）及び管理部門に係る資産であります。 

（３）セグメント負債の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社負債 千円が

含まれております。 

（４）その他の項目の減価償却費の調整額 千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産に係る減

価償却費 千円が含まれております。 

（５）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 千円には、各報告セグメントに

配分しない全社資産に係る有形固定資産及び無形固定資産の増加額 千円が含まれております。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

1,403,630 1,403,630

48,736

48,736

1,938 1,938

2,147

2,147

3,981,844 2,470,145

  

報告セグメント 
その他 

（注）１．
合計 

調整額 
（注）２． 

連結財務諸
表計上額 
（注）３．不動産再生 仲介 

プロパティ

マネジメン

ト  
計 

売上高                 

外部顧客への

売上高 
 2,528,741  964,782  400,943  3,894,468  395,529  4,289,998  －  4,289,998

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  －  －  －  4,740  4,740  △4,740  －

計  2,528,741  964,782  400,943  3,894,468  400,270  4,294,738  △4,740  4,289,998

セグメント利益  797,886  848,337  296,418  1,942,641  168,702  2,111,343  △1,448,704  662,639

セグメント資産  9,743,746  31,875  －  9,775,621  －  9,775,621  3,011,852  12,787,473

セグメント負債  5,896,280  －  －  5,896,280  －  5,896,280  1,336,589  7,232,869

その他の項目                  

減価償却費  184,386  5,625  －  190,011  －  190,011  36,846  226,857

支払利息  125,691  －  －  125,691  －  125,691  －  125,691

たな卸資産評

価損 
 78,318  －  －  78,318  －  78,318  －  78,318

匿名組合投資

損益 
 156,309  －  －  156,309  －  156,309  －  156,309

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 88,364  37,500  －  125,864  －  125,864  8,186  134,051

△1,448,704 △1,574,395

125,691

3,011,852 3,011,852

1,336,589 1,336,589

36,846

36,846

8,186

8,186



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 製品及びサービスごとの情報は「セグメント情報」に同様の記載をしているため、記載を省略してお

ります。  

  

２．地域ごとの情報 

 （１）売上高 

   本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 （２）有形固定資産 

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％に満たないた

め、主要な顧客ごとの情報の記載を省略しております。  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報は、金額的重要性が乏しいため、記載

を省略しております。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

【関連情報】

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等については、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様に決定し

ております。 

２．形式的には合同会社白金への匿名組合出資でありますが、実質的に合同会社ルイージが営業者となっている匿

名組合の借入金に係る担保提供であると認識しております。 

３．匿名組合出資に係る投資損失累計額であります。  

  

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）発行価格は、当該第三者割当増資に係る取締役会決議の直前営業日までの直近３ヶ月間（平成21年８月11日から平

成21年11月10日まで）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（24,470円）を

参考に、協議の上25,000円といたしました。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

 該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 当連結会計年度において、重要な関連会社はＳＦコンバージョン特定目的会社及び合同会社ルイージ

であり、両社の財務諸表を合算して作成した要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

  

【関連当事者情報】

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

関連会社  
合同会社 
ルイージ 

東京都港区  1,000
不動産等の
所有、運用
等 

（所有） 
直接 20.0 

匿名組合出
資  

匿名組合出
資  
（注）１．

 579,848

長期未払金
（注）３． 

710,692
匿名組合出
資  
（注）１． 
（注）２． 

 172,972

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員 堀口智顕 － － 
当社代表取
締役社長 

（被所有）
直接 58.3 

当社代表取
締役 

第三者割当
増資 
（注）  

 1,000,000 － －

 特定資産合計 千円16,768,390

 その他資産合計 千円1,930,039

  

 負債合計 千円22,683,826

    

 純資産合計 千円△3,985,396

    

 売上高 千円890,489

 税引前当期純利益 千円△11,566,259

 当期純利益 千円△11,567,792



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

  

（注）１．当社は、社債の引受により合同会社ＶＴＦＡログラに対する影響力を有しておりましたが、社債の償還によ

り、当社の影響力がなくなりました。このため、取引の内容及び取引金額は社債の引受後償還時までのものを

記載しております。また、議決権等の所有（被所有）割合及び関連当事者との関係は償還時のものを記載して

おります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （1）当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様に決定しております。 

 （2）市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 （3）第三者間との取引と同様に決定しております。  

３．形式的には合同会社白金への匿名組合出資でありますが、実質的には合同会社ルイージが営業者となっている

匿名組合の借入金に係る担保提供の解除であると認識しております。  

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

 該当事項はありません。 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 当連結会計年度において、重要な関連会社はＳＦコンバージョン特定目的会社及び合同会社ルイージ

であり、両社の財務諸表を合算して作成した要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

  

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

関連会社  
合同会社 
ルイージ 

東京都港区  1,000
不動産等の
所有、運用
等 

（所有） 
直接 20.0 

匿名組合出
資  

匿名組合出
資  
(注)2.(1) 

 729,729

 －  －

出資の払戻
(注)2.(1) 
(注)3 

 173,400

 関連会社 
合同会社 
ＶＴＦＡ 
ログラ  

東京都江戸

川区 
 100
不動産等の
所有、運用
等 

 
(注)1. 
－

社債引受 

社債の償還  180,000  － －

利息の受取
(注)2.(2) 

 1,676  － －

社債引受
の手数料  
(注)2.(3) 

 17,142  － －

 特定資産合計 千円10,070,303

 その他資産合計 千円1,441,060

  

 負債合計 千円9,354,750

    

 純資産合計 千円2,156,613

    

 売上高 千円8,350,657

 税引前当期純利益 千円6,214,776

 当期純利益 千円6,213,139



 （注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。  

１株当たり純資産額 円13,923.14

１株当たり当期純損失 円10,764.64

   

１株当たり純資産額 円14,901.17

１株当たり当期純利益 円977.97

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円977.90

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期

純損失 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
 △3,712,338  363,313

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
 △3,712,338  363,313

期中平均株式数（株）  344,864  371,495

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  26

 （うち新株予約権）   （－） （26） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

会社法第236条、第238条及び第240

条の規定に基づく新株予約権 

（平成19年３月２日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式    株 

  

（平成20年７月４日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式   株 

  

平成19年３月２日当社取締役会の

決議による新株予約権は、当事業

年度中に失効しております。 

－

944

会社法第236条、第238条及び第240

条の規定に基づく新株予約権 

（平成20年７月４日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式    株 
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── １．固定資産の譲渡について 

 当社は、平成23年５月12日開催の取締役会において、下

記のとおり固定資産を譲渡することについて決議するとと

もに、同日、契約を締結しております。 

 (1) 譲渡の理由 

   当社は、賃貸用ビル資産におけるポートフォリオの

最適化の観点から、固定資産を含めた保有不動産の入

れ替えを適宜行ってきており、今般、下記固定資産を

譲渡することとしました。 

  (2) 譲渡資産の内容 

    以下の４物件の建物及び土地等 

（注）帳簿価額は、平成23年３月31日時点の金額を記

載しております。  

  (3) 譲渡する相手会社の名称 

    グローバル・アセット・ツー・ホールディング特定

目的会社 

    なお、譲渡先と当社との間には、記載すべき資本関

係、人的関係、取引関係はありません。 

  (4) 譲渡の時期 

    物件引渡日 平成23年５月20日 

  (5) 譲渡価額 

    千円（４物件の総額） 

  

資産の名称 

及び所在地 

帳簿価額 

(千円) 

（注）  

  現況 

 名称:ＳＦ ＢＬＤＧ． 

 所在地:東京都中央区  
  751,637 賃貸用ビル

 名称:秋葉原ＳＦビル 

 所在地:東京都千代田区  
 1,820,808 賃貸用ビル

 名称:小石川ＩＳビル 

 所在地:東京都文京区  
 1,352,756 賃貸用ビル

 名称:フロンティア新横浜 

 所在地:神奈川県横浜市  
 1,507,156 賃貸用ビル

合  計  5,432,358   

5,430,000



  

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── ２．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分

 当社は、平成23年５月17日開催の取締役会において、平

成23年６月24日開催の当社第12回定時株主総会に、下記の

とおり資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分について付議することを決議し、同株主総会にて承認さ

れました。 

  (1) 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分の目的 

   過年度の欠損金を填補するとともに、今後の資本政

策の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第447

条第１項及び448条第１項の規定に基づき資本金及び

資本準備金の額の減少を行ったうえで、会社法第452

条の規定に基づき欠損の填補を行うものであります。

  (2) 資本金の額の減少の要領 

    資本金の額 千円のうち 千円を減

少して、減少後の資本金の額を 千円とし、

減少した資本金の額を「その他資本剰余金」に振り替

えるものであります。 

  (3) 資本準備金の額の減少の要領 

   資本準備金の額 千円の全額を減少して、減

少後の資本準備金の額を 円とし、減少した資本準備

金の額を「その他資本剰余金」に振り替えるものであ

ります。 

  (4) 剰余金の処分の要領 

   資本金及び資本準備金の額の減少の効力が生じた後

の「その他資本剰余金」 千円の全額を「繰

越利益剰余金」に振り替えることにより、欠損填補に

充当し、平成23年３月31現在の繰越損失を全額解消す

るものであります。 

  (5) 効力発生日 

   平成23年６月30日  

  

7,728,308 2,212,865

5,515,443

500,000

0

2,712,865



 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結貸借対照表日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

  

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおり

であります。 

   

 該当事項はありません。   

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

サンフロンティ

ア不動産㈱ 

第３回無担保社債 

（㈱みずほ銀行保

証付及び適格機

関投資家限定） 

平成17年 

９月26日 

 

 

270,000

(108,000)

 

 

162,000

(108,000)
年0.65 

無担保社債

に対する銀

行保証 

平成24年 

９月25日 

合計 － － 
 

 

270,000

(108,000)

 

 

162,000

(108,000)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

 108,000  54,000  －  －  －

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  931,000  600,000  3.10 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  408,688  392,688  2.05 － 

１年以内に返済予定のリース債務  －  －  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  4,490,280  4,741,592  2.05 平成24年～25年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  －  － － 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  5,829,968  5,734,280  － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金  692,688  4,048,904  －  －

【資産除去債務明細表】



① 当連結会計年度における四半期情報 

      

② 訴訟 

 当社は、平成21年12月14日付にて、有限会社ＤＳＭＩセレスより、不動産取引において損害を被ったと

して損害賠償請求訴訟（請求金額 千円及び遅延損害金）を東京地方裁判所に提起されておりました

が、平成22年12月10日付にて、当社が有限会社ＤＳＭＩセレスに対して 千円の和解金を支払う内容

の裁判上の和解が成立し、本訴訟は終結しております。 

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成22年４月１日 

至平成22年６月30日 

第２四半期 

自平成22年７月１日 

至平成22年９月30日 

第３四半期 

自平成22年10月１日 

至平成22年12月31日 

第４四半期 

自平成23年１月１日 

至平成23年３月31日 

売上高（千円）  944,765  1,022,613  1,030,182  1,292,436

税金等調整前四半期純

利益（千円） 
 102,519  71,496  75,654  145,202

四半期純利益 

（千円） 
 97,640  63,066  69,385  133,221

１株当たり四半期純利

益（円） 
 262.83  169.76  186.77  358.61

581,316

155,000



２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,747,142 1,883,315

売掛金 136,357 140,935

販売用不動産 ※1, ※4  764,318 ※1  787,243

仕掛販売用不動産 ※4  － ※1  1,015,584

貯蔵品 － 600

前渡金 15,000 －

前払費用 31,045 27,607

その他 46,112 162,368

貸倒引当金 △5,503 △6,090

流動資産合計 4,734,471 4,011,563

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,072,584 5,097,622

減価償却累計額 △210,542 △399,889

建物（純額） ※1, ※4  4,862,042 ※1  4,697,732

車両運搬具 5,210 5,421

減価償却累計額 △4,596 △2,771

車両運搬具（純額） 613 2,650

工具、器具及び備品 61,165 56,652

減価償却累計額 △47,553 △46,847

工具、器具及び備品（純額） 13,611 9,804

土地 ※1, ※4  3,192,919 ※1  3,192,919

建設仮勘定 － 62,500

有形固定資産合計 8,069,186 7,965,607

無形固定資産   

のれん － 31,875

借地権 121 －

ソフトウエア 32,666 12,916

その他 1,388 1,388

無形固定資産合計 34,176 46,180

投資その他の資産   

投資有価証券 4,830 4,860

関係会社株式 60,000 60,000

その他の関係会社有価証券 0 200,000

出資金 6,010 6,010

破産更生債権等 67,178 4,980

長期前払費用 241 －

長期預金 ※1  145,000 ※1  145,000

差入保証金 164,299 166,970

その他 3,500 1,500

貸倒引当金 △67,015 △4,980

投資その他の資産合計 384,043 584,340

固定資産合計 8,487,406 8,596,128

資産合計 13,221,878 12,607,692



(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 79,329 102,415

短期借入金 ※1  931,000 ※1  600,000

1年内償還予定の社債 ※1  108,000 ※1  108,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  408,688 ※1  392,688

未払金 30,519 21,364

未払費用 43,400 43,206

未払法人税等 12,023 15,191

前受金 83,734 91,343

預り金 238,657 239,358

賞与引当金 34,215 36,192

工事保証引当金 6,100 800

事務所移転費用引当金 4,870 －

その他 84,698 －

流動負債合計 2,065,236 1,650,558

固定負債   

社債 ※1  162,000 ※1  54,000

長期借入金 ※1  4,490,280 ※1  4,741,592

繰延税金負債 439 451

長期未払金 ※2, ※3  766,942 －

長期預り保証金 544,836 569,844

その他 － 56,250

固定負債合計 5,964,498 5,422,138

負債合計 8,029,735 7,072,697

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,728,308 7,728,308

資本剰余金   

資本準備金 500,000 500,000

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 500,000 500,000

利益剰余金   

利益準備金 － －

その他利益剰余金   

別途積立金 － －

繰越利益剰余金 △3,049,236 △2,712,865

利益剰余金合計 △3,049,236 △2,712,865

株主資本合計 5,179,071 5,515,443

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 640 658

評価・換算差額等合計 640 658

新株予約権 12,431 18,893

純資産合計 5,192,143 5,534,994

負債純資産合計 13,221,878 12,607,692



②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

不動産再生事業売上高 12,747,305 2,473,248

不動産サービス事業売上高 1,601,803 1,642,499

売上高合計 14,349,109 4,115,748

売上原価   

不動産再生事業原価 ※1  15,767,000 ※1  1,562,095

不動産サービス事業原価 408,781 423,280

売上原価合計 16,175,781 1,985,375

売上総利益又は売上総損失（△） △1,826,672 2,130,372

販売費及び一般管理費   

役員報酬 80,015 79,740

給料及び手当 685,836 678,888

賞与 46,415 69,064

法定福利費 99,884 104,710

福利厚生費 32,789 35,690

賞与引当金繰入額 34,043 35,904

販売手数料 128,820 24,822

広告宣伝費 35,128 25,391

支払手数料 116,665 130,877

減価償却費 48,736 42,471

地代家賃 186,077 147,719

租税公課 72,226 36,168

貸倒引当金繰入額 8,875 586

その他 90,667 106,884

販売費及び一般管理費合計 1,666,182 1,518,918

営業利益又は営業損失（△） △3,492,854 611,454

営業外収益   

受取利息 1,955 1,570

受取配当金 489 436

受取手数料 － 566

受取遅延損害金 － 1,587

未払配当金除斥益 － 771

その他 780 270

営業外収益合計 3,225 5,202

営業外費用   

支払利息 339,801 123,947

社債利息 3,163 1,744

その他 8,673 870

営業外費用合計 351,638 126,562

経常利益又は経常損失（△） △3,841,267 490,094



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 － ※2  1,656

貸倒引当金戻入額 － 3,250

工事保証引当金戻入額 － 4,552

抱合せ株式消滅差益 1,699,977 －

その他 94,009 －

特別利益合計 1,793,987 9,458

特別損失   

固定資産除却損 ※2  10,761 ※3  2,898

事務所移転費用引当金繰入額 4,870 －

会員権評価損 1,859 100

訴訟和解金 － 151,368

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,291

その他 26 －

特別損失合計 17,517 157,658

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,064,797 341,893

法人税、住民税及び事業税 5,829 5,522

法人税等合計 5,829 5,522

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070,627 336,371



(1）不動産再生事業原価 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

(2）不動産サービス事業原価 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  

【売上原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

土地建物    12,389,033  78.6  1,252,607  80.2

経費    385,047  2.4  309,487  19.8

（うち租税公課）    (98,154)    (58,623)   

（うち減価償却費）    (200,715)    (184,380)   

営業投資有価証券原価    2,992,918  19.0  －  －

合計    15,767,000  100.0  1,562,095  100.0

    
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

外注費    368,838  90.2  376,197  88.9

人件費    6,975  1.7  7,124  1.7

経費    32,967  8.1  39,958  9.4

（うち賃借料）    (24,110)    (23,222)   

合計    408,781  100.0  423,280  100.0



③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,228,308 7,728,308

当期変動額   

新株の発行 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 7,728,308 7,728,308

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,289,643 500,000

当期変動額   

新株の発行 500,000 －

資本準備金の取崩 △7,289,643 －

当期変動額合計 △6,789,643 －

当期末残高 500,000 500,000

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

資本準備金の取崩 7,289,643 －

欠損填補 △7,289,643 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 7,289,643 500,000

当期変動額   

新株の発行 500,000 －

欠損填補 △7,289,643 －

当期変動額合計 △6,789,643 －

当期末残高 500,000 500,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 9,557 －

当期変動額   

利益準備金の取崩 △9,557 －

当期変動額合計 △9,557 －

当期末残高 － －

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 160,000 －

当期変動額   

別途積立金の取崩 △160,000 －

当期変動額合計 △160,000 －

当期末残高 － －



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 △8,437,809 △3,049,236

当期変動額   

欠損填補 7,289,643 －

利益準備金の取崩 9,557 －

別途積立金の取崩 160,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070,627 336,371

当期変動額合計 5,388,573 336,371

当期末残高 △3,049,236 △2,712,865

利益剰余金合計   

前期末残高 △8,268,252 △3,049,236

当期変動額   

欠損填補 7,289,643 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070,627 336,371

当期変動額合計 5,219,016 336,371

当期末残高 △3,049,236 △2,712,865

株主資本合計   

前期末残高 6,249,698 5,179,071

当期変動額   

新株の発行 1,000,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070,627 336,371

当期変動額合計 △1,070,627 336,371

当期末残高 5,179,071 5,515,443

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 786 640

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △145 17

当期変動額合計 △145 17

当期末残高 640 658

評価・換算差額等合計   

前期末残高 786 640

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △145 17

当期変動額合計 △145 17

当期末残高 640 658

新株予約権   

前期末残高 54,962 12,431

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42,531 6,462

当期変動額合計 △42,531 6,462

当期末残高 12,431 18,893



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 6,305,447 5,192,143

当期変動額   

新株の発行 1,000,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070,627 336,371

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42,677 6,479

当期変動額合計 △1,113,304 342,851

当期末残高 5,192,143 5,534,994



【重要な会計方針】

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

ただし、匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「８．（2）匿名

組合出資金の会計処理」に記載してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。 

 なお、賃貸中のものについては、有形

固定資産に準じて償却を行っておりま

す。 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産 

同左 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しており

ます。 

(2）貯蔵品 

同左  

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建 物    ３年～43年 

車両運搬具     ６年 

工具器具備品 ３年～15年 

 また、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間

均等償却を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。  



項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．繰延資産の処理方法 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しておりま

す。  

――――――  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞

与支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、当事業年度に係る役員賞与は支

給しないため、当事業年度においては、

役員賞与引当金は計上しておりません。

(3）役員賞与引当金 

同左 

  (4）工事保証引当金 

販売用不動産に係る補修費用の支出に

備えるため、補修実績率に基づく補修見

込額を計上しております。 

(4）工事保証引当金 

同左 

  (5）事務所移転費用引当金 

 事務所移転に伴い、従来より賃借して

いた事務所について当事業年度において

解約申し入れ等を行ったため、これに係

る原状回復工事費用等を見積り計上して

おります。 

―――――― 



項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を採用しております。

ロ その他の工事 

 工事完成基準を採用しております。 

（会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を当事業年

度より適用し、当事業年度に着手した工

事契約から、当事業年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 なお、この変更による当事業年度の損

益に与える影響はありません。   

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事 

同左 

  

ロ その他の工事 

同左  

――――――   

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たすスワップに

つき、特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりで

あります。 

ａ．ヘッジ手段・・金利スワップ 

ｂ．ヘッジ対象・・借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目

的で、デリバティブ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 



  

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 リスク管理方針に従って以下の条件を

満たす金利スワップを契約しておりま

す。 

Ⅰ．金利スワップの想定元本と長期借入

金の元本金額が一致している。 

Ⅱ．金利スワップと長期借入金の契約期

間及び満期が一致している。 

Ⅲ．長期借入金の変動金利のインデック

スと金利スワップで受払いされる変動

金利のインデックスが一致している。

Ⅳ．長期借入金と金利スワップの金利改

定条件が一致している。 

Ⅴ．金利スワップの受払い条件がスワッ

プ期間を通して一定である。 

 従って、金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、控除対象外消費税等は発生事業

年度の期間費用としております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）匿名組合出資金の会計処理 

当社は匿名組合出資を行うに際して、

匿名組合の財産の持分相当額を投資その

他の資産の「投資有価証券」、「その他

の関係会社有価証券」及び固定負債の

「長期未払金」に計上しております。 

営業目的の匿名組合出資から生じる利

益又は損失は、それぞれ純額で売上高又

は売上原価に計上しております。 

また、これに対応して投資その他の資

産の「投資有価証券」、「その他の関係

会社有価証券」及び固定負債の「長期未

払金」を加減する処理をしております。

(2）匿名組合出資金の会計処理 

当社は匿名組合出資を行うに際して、

匿名組合の財産の持分相当額を投資その

他の資産の「投資有価証券」及び「その

他の関係会社有価証券」に計上しており

ます。 

営業目的の匿名組合出資から生じる利

益又は損失は、それぞれ純額で売上高又

は売上原価に計上しております。 

また、これに対応して投資その他の資

産の「投資有価証券」及び「その他の関

係会社有価証券」を加減する処理をして

おります。 



【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――――  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。  

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益はそ

れぞれ 千円、税引前当期純利益は 千円減少し

ております。 

1,795 5,086



  

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（貸借対照表） 

１．前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しておりました「長期預金」は、当事業年度

において、資産の総額の100分の１を超えたため区分

掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「長期預金」は 千円

であります。 

２．前事業年度まで固定負債の「その他」に含めて表示

しておりました「長期未払金」は、当事業年度におい

て、負債及び純資産の合計額の100分の１を超えたた

め区分掲記しました。 

なお、前事業年度末の「長期未払金」は 千円

であります。 

  

160,000

56,250

（貸借対照表） 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「長期未払

金」（当事業年度は 千円）は、当事業年度にお

いて、負債及び純資産の合計額の100分の１以下とな

ったため、固定負債の「その他」に含めて表示するこ

ととしました。 

  

――――――  

56,250

（損益計算書） 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「融資関連

費用」（当事業年度は 千円）は、当事業年度に

おいて、営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示すること

としました。  

1,994

（損益計算書） 

１．前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「受取手数料」は、当事業年度にお

いて、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しました。 

  なお、前事業年度における「受取手数料」の金額は

千円であります。  190

２．前事業年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「会員権評価損」は、当事業年度にお

いて、特別損失の総額の100分の10を超えたため区分

掲記しました。 

なお、前事業年度における「会員権評価損」の金額

は 千円であります。  

―――――― 

  

  

  

  

  

―――――― 

  

900

２．前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「未払配当金除斥益」は、当事業年

度において、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

  なお、前事業年度における「未払配当金除斥益」の

金額は 千円であります。 

３．前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「貸倒引当金戻入額」は、当事業年度

において、特別利益の総額の100分の10を超えたため

区分掲記しました。 

  なお、前事業年度における「貸倒引当金戻入額」の

金額は 千円であります。 

４．前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「工事保証引当金戻入額」は、当事業

年度において、特別利益の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

  なお、前事業年度における「工事保証引当金戻入

額」の金額は 千円であります。  

292

6,214

22,625



  

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※１．担保に供している資産とこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

※１．担保に供している資産とこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

販売用不動産 千円764,318

建物  4,781,976

土地  3,192,919

長期預金  145,000

計  8,884,213

販売用不動産 千円686,000

仕掛販売用不動産    1,015,584

建物  4,628,113

土地  3,192,919

長期預金  145,000

計  9,667,616

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金 千円931,000

１年内償還予定の社債  108,000

（銀行保証付無担保社債）   

１年内返済予定の長期借入金  368,688

社債  162,000

（銀行保証付無担保社債）   

長期借入金  4,490,280

計  6,059,968

短期借入金 千円600,000

１年内償還予定の社債  108,000

（銀行保証付無担保社債）   

１年内返済予定の長期借入金  392,688

社債  54,000

（銀行保証付無担保社債）   

長期借入金  4,741,592

計  5,896,280

※２．関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。  

長期未払金 千円710,692

―――――― 

※３．匿名組合出資に係る投資損失累計額（710,692千

円）が含まれております。 

―――――― 

※４．たな卸資産の保有目的の変更 

 販売用不動産及び仕掛販売用不動産を、保有目的

の変更により、有形固定資産（建物 千

円、土地 千円）に振り替えております。 

3,981,844

2,470,145

―――――― 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

  千円994,405   千円78,318

――――――  ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  建物 千円288

車両運搬具      1,368

計  1,656

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円10,761

計  10,761

工具器具備品 千円292

ソフトウェア  2,606

計  2,898



前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）及び当事業年度（自 平成22年４月１日 至 

平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）及び当事業年度（自 平成22年４月１日 至 

平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（平成22年３月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額 千円）及び関連会社株式（貸借対照表計上額 千円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

当事業年度（平成23年３月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額 千円）及び関連会社株式（貸借対照表計上額 千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

（リース取引関係）

（有価証券関係）

60,000 0

60,000 200,000



  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 13,925

未払費用 16,682

未払事業税 787

たな卸資産 637,743

租税公課 8,197

工事保証引当金 2,482

事務所移転費用引当金 1,982

その他 10,622

小計 692,424

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 11,962

長期未払金 22,893

繰越欠損金 5,982,029

減価償却超過額 785,011

土地評価損否認 549,217

有価証券評価損否認 1,206,811

その他 2,123

小計 8,560,050

評価性引当金 △9,252,474

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 439

小計 439

繰延税金負債合計 439

繰延税金負債純額 439

（単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 14,730

未払費用 16,464

未払事業税 4,001

たな卸資産 671,214

租税公課 8,504

工事保証引当金 325

その他 778

小計 716,018

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 1,282

長期未払金 22,893

繰越欠損金 6,219,431

減価償却超過額 755,405

土地評価損否認 549,217

有価証券評価損否認 837,919

資産除去債務 2,070

その他 2,164

小計 8,390,385

評価性引当金 △9,106,403

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △451

小計 △451

繰延税金負債合計 △451

繰延税金負債純額 △451

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

しております。  

  

   (％)

法定実効税率    40.7

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目     1.3

住民税均等割     1.6

評価性引当額の増減  △42.7

その他     0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率     1.6



前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 結合当事企業及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

の概要  

(1) 結合当事企業及びその事業の内容 

有限会社ＳＦキャピタル 

不動産証券化事業  

(2) 企業結合の法的形式  

吸収合併  

(3) 結合後企業の名称 

サンフロンティア不動産株式会社  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

① 合併の目的 

 有限会社ＳＦキャピタルは、主に不動産投資を目的とするＳＰＣ等への出資業務を行ってまいりま

したが、昨今の市場環境の変化をふまえ、当社グループ経営の更なる効率化を図るべく、同社を吸収

合併することといたしました。 

② 合併期日 

 平成22年３月５日 

③ 合併の方法 

 当社を存続会社、被合併会社である子会社を消滅会社とする吸収合併であります。 

④ 合併比率、増加資本等  

 被合併会社は、当社が直接100％の株式を有する子会社であるため、合併による新株式の発行及び

資本金の増加はありません。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

 有限会社ＳＦキャピタルの合併期日（平成22年３月５日）の前日に付された適正な帳簿価格により引き

継いだ資産及び負債と、当社の保有する子会社株式の帳簿価格との差額（抱合せ株式消滅差額）を当事業

年度損益計算書上の特別利益に「抱合せ株式消滅差益」として 千円計上しております。これに

より、税引前当期純利益が同額増加しております。  

   

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。   

（企業結合等関係）

1,699,977



当事業年度末（平成23年３月31日）  

 当社は、不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しておりま

す。なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金及び保証金について、回収が最終

的に見込めないと認められる金額（賃借建物の原状回復費用）を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に

属する金額を費用計上する方法によっております。 

 また、当事業年度の負担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。 

  

 （注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。  

１株当たり純資産額 円13,942.88

１株当たり当期純損失 円6,004.18

  

１株当たり純資産額 円14,848.38

１株当たり当期純利益 円905.45

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円905.39

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期

純損失 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
 △2,070,627  336,371

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
 △2,070,627  336,371

期中平均株式数（株）  344,864  371,495

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  26

 （うち新株予約権）   ( ) － ( ) 26

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

会社法第236条、第238条及び第240

条の規定に基づく新株予約権 

（平成19年３月２日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式    株 

  

（平成20年７月４日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式   株 

  

平成19年３月２日当社取締役会の

決議による新株予約権は、当連結

会計年度中に失効しております。 

－

944

会社法第236条、第238条及び第240

条の規定に基づく新株予約権 

（平成20年７月４日当社取締役会

の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

普通株式   株  913



  

  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── １．固定資産の譲渡について 

 当社は、平成23年５月12日開催の取締役会において、下

記のとおり固定資産を譲渡することについて決議するとと

もに、同日、契約を締結しております。 

 (1) 譲渡の理由 

   当社は、賃貸用ビル資産におけるポートフォリオの

最適化の観点から、固定資産を含めた保有不動産の入

れ替えを適宜行ってきており、今般、下記固定資産を

譲渡することとしました。 

  (2) 譲渡資産の内容 

    以下の４物件の建物及び土地等 

（注）帳簿価額は、平成23年３月31日時点の金額を記

載しております。  

  (3) 譲渡する相手会社の名称 

    グローバル・アセット・ツー・ホールディング特定

目的会社 

    なお、譲渡先と当社との間には、記載すべき資本関

係、人的関係、取引関係はありません。 

  (4) 譲渡の時期 

    物件引渡日 平成23年５月20日 

  (5) 譲渡価額 

    千円（４物件の総額） 

  

資産の名称 

及び所在地 

帳簿価額 

(千円) 

（注）  

  現況 

 名称:ＳＦ ＢＬＤＧ． 

 所在地:東京都中央区  
  751,637 賃貸用ビル

 名称:秋葉原ＳＦビル 

 所在地:東京都千代田区  
 1,820,808 賃貸用ビル

 名称:小石川ＩＳビル 

 所在地:東京都文京区  
 1,352,756 賃貸用ビル

 名称:フロンティア新横浜 

 所在地:神奈川県横浜市  
 1,507,156 賃貸用ビル

合  計  5,432,358   

5,430,000



  

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── ２．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分

 当社は、平成23年５月17日開催の取締役会において、平

成23年６月24日開催の当社第12回定時株主総会に、下記の

とおり資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分について付議することを決議し、同株主総会にて承認さ

れました。 

  (1) 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分の目的 

   過年度の欠損金を填補するとともに、今後の資本政

策の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第447

条第１項及び448条第１項の規定に基づき資本金及び

資本準備金の額の減少を行ったうえで、会社法第452

条の規定に基づき欠損の填補を行うものであります。

  (2) 資本金の額の減少の要領 

    資本金の額 千円のうち 千円を減

少して、減少後の資本金の額を 千円とし、

減少した資本金の額を「その他資本剰余金」に振り替

えるものであります。 

  (3) 資本準備金の額の減少の要領 

   資本準備金の額 千円の全額を減少して、減

少後の資本準備金の額を 円とし、減少した資本準備

金の額を「その他資本剰余金」に振り替えるものであ

ります。 

  (4) 剰余金の処分の要領 

   資本金及び資本準備金の額の減少の効力が生じた後

の「その他資本剰余金」 千円の全額を「繰

越利益剰余金」に振り替えることにより、欠損填補に

充当し、平成23年３月31現在の繰越損失を全額解消す

るものであります。 

  (5) 効力発生日 

   平成23年６月30日  

  

7,728,308 2,212,865

5,515,443

500,000

0

2,712,865



有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 

  

  

 （注）無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

  

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の欄の金額は、破産更生債権等の回収による戻入額であります。  

２．工事保証引当金の「当期減少額（その他）」の欄の金額は、引当額の戻入れによるものであります。 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物  5,072,584 29,345 4,307 5,097,622  399,889  190,568 4,697,732

車両運搬具  5,210 3,186 2,975 5,421  2,771  817 2,650

工具、器具及び備品  61,165 1,021 5,534 56,652  46,847  4,551 9,804

土地  3,192,919 － － 3,192,919  －  － 3,192,919

建設仮勘定  － 62,500 － 62,500  －  － 62,500

有形固定資産計  8,331,879 96,053 12,816 8,415,116  449,509  195,937 7,965,607

無形固定資産               

のれん   － － － 37,500  5,625  5,625 31,875

借地権  － － － －  －  － －

ソフトウエア  － － － 83,929  71,012  17,640 12,916

その他  － － － 1,388  －  － 1,388

無形固定資産計  － － － 122,818  76,637  23,265 46,180

長期前払費用  241 － 241 －  －  － －

繰延資産               

－  － － － －  －  － －

繰延資産計  － － － －  －  － －

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金  72,518  586  58,785  3,250  11,070

賞与引当金  34,215  36,192  34,215  －  36,192

工事保証引当金  6,100  －  747  4,552  800

事務所移転費用引当金  4,870  －  4,870  －  －



① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ハ．販売用不動産 

（注）面積欄には敷地面積を記載しております。 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（千円） 

現金  1,025

預金の種類   

普通預金  1,607,385

別段預金  494

定期預金  274,391

その他流動性預金  18

小計  1,882,289

合計  1,883,315

相手先 金額（千円） 

タマホーム㈱  15,413

㈱ケーユーコーポレーション  12,327

三菱倉庫㈱   6,423

森ビル㈱  5,447

㈱国際商事  4,120

その他  97,202

合計  140,935

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 136,357  1,724,624  1,720,046  140,935  92.4  29.3

地域別 面積（㎡） 金額（千円） 

東京都  309.90  787,243

合計  309.90  787,243



ニ．仕掛販売用不動産 

（注）面積欄には敷地面積を記載しております。 

  

ホ．貯蔵品 

   

② 流動負債 

イ．買掛金 

  

③ 固定負債  

イ．長期借入金 

  

訴訟 

 当社は、平成21年12月14日付にて、有限会社ＤＳＭＩセレスより、不動産取引において損害を被ったとして

損害賠償請求訴訟（請求金額 千円及び遅延損害金）を東京地方裁判所に提起されておりましたが、平

成22年12月10日付にて、当社が有限会社ＤＳＭＩセレスに対して 千円の和解金を支払う内容の裁判上

の和解が成立し、本訴訟は終結しております。 

地域別 面積（㎡） 金額（千円） 

東京都  836.39  1,015,584

合計  836.39  1,015,584

品目 金額（千円） 

販促物  600

合計  600

相手先 金額（千円） 

東京都等（不動産取得税等）  33,669

㈱マルイ綜設  25,856

㈱成和  12,507

㈱エーケーディ  11,520

㈱フレイ  11,193

その他  7,668

合計  102,415

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行  1,761,600

㈱三井住友銀行  1,519,992

㈱りそな銀行  1,160,000

城北信用金庫  300,000

合計  4,741,592

（３）【その他】

581,316

155,000



  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 ― 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 ― 

株主名簿管理人 ― 

取次所 ― 

買取手数料 ― 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第11期）（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）平成22年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成22年６月28日関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

（第12期第１四半期）（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）平成22年８月12日関東財務局長に提出

（第12期第２四半期）（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）平成22年11月11日関東財務局長に提出

（第12期第３四半期）（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）平成23年２月10日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書 

平成22年７月２日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会決議事項）の規定に基づく臨時報告書で

あります。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成22年６月25日

サンフロンティア不動産株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 公太  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 井上 道明  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるサンフロンティア不動産株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明
細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン
フロンティア不動産株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「注７ 事業区分の変更」に記載のとおり、会社は、前連結会計
年度まで「その他不動産事業」に含めて表示していた不動産証券化事業及びアセットマネジメント事業を、当連結会計年
度より「不動産再生事業」に含めて表示している。  
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サンフロンティア不動産株式
会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内
部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表
明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、サンフロンティア不動産株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管
している。 
 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成23年６月24日

サンフロンティア不動産株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 公太  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 井上 道明  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるサンフロンティア不動産株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー
計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン
フロンティア不動産株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報  
１．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より
「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成23年５月12日開催の取締役会において、固定資産を譲渡す
ることについて決議するとともに、同日、契約を締結しており、同月20日において引渡を完了している。 

３．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成23年５月17日開催の取締役会において、平成23年６月24日
開催の第12回定時株主総会に、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、
同株主総会にて承認されている。  

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サンフロンティア不動産株式
会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内
部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表
明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、サンフロンティア不動産株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管
している。 
 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の監査報告書 

    平成22年６月25日

サンフロンティア不動産株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 公太  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 井上 道明  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるサンフロンティア不動産株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンフロ

ンティア不動産株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の監査報告書 

    平成23年６月24日

サンフロンティア不動産株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 公太  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 井上 道明  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるサンフロンティア不動産株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンフロ

ンティア不動産株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成23年５月12日開催の取締役会において、固定資産を譲渡す

ることについて決議するとともに、同日、契約を締結しており、同月20日において引渡を完了している。 

３．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成23年５月17日開催の取締役会において、平成23年６月24日

開催の第12回定時株主総会に、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、

同株主総会にて承認されている。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

    以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


